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（平成１５～１９年度）

宇都宮市
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【平成１６年度改訂版】



総括票（体系別）

▼　「信頼関係の構築」に向けた改革

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１ 総合的情報セキュリティ対策の構築 一部実施 実施 ５

２ 行政評価システムの推進 実施 ６

３ 事業経費等表示の実施 実施 ７

４ 政策広報の実施 実施 ８

５ 環境管理活動の推進 実施 ９

６ ホームページ「うつのみやの環境」の開設・充実 実施 １０

７ まちづくり懇談会の見直し 実施 １１

⑯-1 附属機関等の見直し 準備 実施 １２

８ （仮称）宇都宮市安全で安心なまちづくり条例の制定 準備 実施 １３

９ 福祉サービスの苦情解決システムの整備 実施 １４

▼「市民の持つ力の発揮」に向けた改革

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１０ 市政モニター制度の見直し 実施 １５

１１ 宇都宮市市民協働推進指針の策定・推進 準備 実施 １６

⑯-2 自治基本条例の制定 準備 １７

１２ 男女共同参画に関する人材育成の推進 準備 実施 １８

１３ 環境パートナーシップ会議の設立 一部実施 実施 １９

１４ 地域住民による不法投棄監視体制の確立 実施 拡充 ２０

１５ 違反屋外広告物簡易除却業務における民間団体等との連携 一部実施 実施 ２１

１６ 「街の先生」ボランティア制度の創設 実施 ２２

１７ 巡回スポーツ教室の見直し 準備 実施 ２３

１８ 構造改革特区・地域再生に係る申請・提案の推進 実施 ２４

▼「地域自治の確立」に向けた改革

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

19‐1 地域自治の仕組みづくり 一部実施 実施 ２５

19‐2 地域まちづくり組織の設置 実施 ２６

19‐3 健康づくり実践活動の推進 一部実施 実施 ２７

19‐4 高齢者地域活動実践塾の設置 一部実施 ２８

19‐5 ひとり暮らし高齢者の安心ネットワークの構築 一部実施 実施 ２９

19‐6 地域の生涯学習推進組織の設置 実施 ３０

19‐7 地域における保健と福祉サービスの提供体制の整備 準備 一部実施 ３１

２０ 福祉のまちづくり推進協議会への支援 実施 ３２

２１ 地域情報活動拠点の整備・充実 一部実施 ３３

２２ 地域によるまちづくり事業への支援 実施 ３４

２３ 田園環境保全・再生のための地域組織の設置 準備 実施 ３５

２４ 地域・学校・行政の協働による文化財保護活動の促進 一部実施 実施 ３６

２５ 農業委員をサポートする仕組みの構築 準備 実施 取下げ

ページ

Ｎｏ 取　　組
計画上のスケジュール

ページ

計画上のスケジュール
Ｎｏ 取　　組

ページＮｏ 取　　組
計画上のスケジュール

№２２へ統合

市民との協働の推進

【年度別の表示記載例】

「準備」………「実施」，「一部実施」に向けた準備期間

「一部実施」…取組の一部を実施する年度

「実施」……取組の目標を達成する年度
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▼常に最適なサービスを展開する「仕組み」の改革

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

２６ 市政研究センターの設立 準備 実施 ３７

27‐1 内部管理システムの連携強化 準備 実施 ３８

27‐2 計画行政システムの見直し 実施 ３９

２８ 下水道事業の地方公営企業法の全部適用 準備 実施 ４０

２９ 新事業手法の導入方針の策定 実施 ４１

３０ 本庁の総合窓口化の推進 準備 実施 取下げ

３１ 男女共同参画推進センター機能の充実 準備 実施 ４２

３２ 自転車駐車場管理方法の見直し 準備 一部実施 実施 ４３

３３ 消防に係る通信体制の高度化 準備 実施 ４４

３４ ＩＳＯ９００１の活用 準備 一部実施 実施 ４５

⑯-3 水道料金等の毎月納付の実施 準備 実施 ４６

３５ 通学区域の見直し 準備 実施 ４７

３６ 工事監査の実施 実施 ４８

37‐1 全庁的な外部委託の推進 実施 ４９

37‐2 逓送業務の外部委託の実施 準備 実施 ５０

37‐3 旅費計算の外部委託の実施 準備 実施 ５１

37‐4 給与計算の外部委託の実施 準備 実施 ５２

37‐5 総合案内・電話交換業務の外部委託の実施 準備 一部実施 実施 ５３

37‐6 霊園管理業務の外部委託の実施 準備 実施 ５４

37‐7 ファミリーサポートセンター業務の外部委託の実施 準備 実施 ５５

37‐8 高齢者生活支援型ホームヘルパー派遣事業の外部委託の実施 一部実施 実施 ５６

37‐9 環境学習センター管理業務等の外部委託の実施 準備 一部実施 ５７

37‐10 粗大ごみ等収集運搬業務の外部委託の実施 準備 実施 ５８

⑯-4 ごみ収集運搬業務（北清掃センター）の外部委託の実施 準備 実施 ５９

⑯-5 ごみ焼却灰等運搬業務の外部委託の実施 準備 実施 ６０

⑯-6 ごみ処理業務（南清掃センター）の外部委託の実施 準備 実施 ６１

⑯-7 上下水道開始休止電話受付業務の外部委託化の実施 準備 実施 ６２

37‐11 学校給食調理業務の外部委託の推進 一部実施 実施 ６３

⑯-8 図書館資料搬送業務の外部委託の実施 準備 実施 ６４

37‐12 ちとせ寮・松原荘の民営化 準備 一部実施 ６５

37‐13 公立保育園の民営化・統廃合 準備 一部実施 ６６

⑯-9 指定管理者制度の導入 準備 実施 ６７

⑯-10 新斎場整備における民間活力（ＰＦＩ手法）の導入 準備 実施 ６８

38‐1 外郭団体の見直しの推進 準備 一部実施 ６９

38‐2 中小企業融資振興会の再編 準備 実施 ７０

３９ 交通災害共済制度の見直し 準備 実施 ７１

４０ 市単独手当の統廃合（児童福祉手当等） 準備 実施 ７２

⑯-11 各種障害者福祉サービスの受益者負担の見直し 準備 実施 ７３

４１ 農業経営管理能力向上支援事業の見直し（縮小） 準備 実施 ７４

４２ 申請・届出の電子化 準備 一部実施 ７５

４３ ＩＣカードを活用したサービス提供の推進 実施 ７６

44‐1 地理情報システムの構築 実施 ７７

44‐2 下水道台帳管理システムの構築 準備 一部実施 ７８

Ｎｏ 取　　組
計画上のスケジュール

ページ

成果重視の行政経営
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１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

４５ 文書管理システムの構築 準備 実施 ７９

４６ 電子入札の導入 準備 一部実施 ８０

４７ 保健・福祉の情報化の推進 準備 一部実施 ８１

４８ 電子納品の推進 準備 一部実施 ８２

４９ 下水道負担金電算システムの構築 準備 実施 ８３

⑯-12 学校事務システムの構築 準備 一部実施 実施 ８４

５０ 図書館情報システム整備 実施 ８５

５１ 公用車の管理運営の基本方針策定・推進 実施 ８６

５２ 公用車保有台数の適正化 準備 一部実施 ８７

５３ 納税貯蓄組合運営奨励金の廃止 準備 実施 ８８

５４ 腸内細菌検査の廃止 準備 実施 ８９

５５ 直営ごみ収集車（焼却・不燃ごみ）の二人乗車化 一部実施 実施 ９０

５６ 口座振込通知書送付の効率化 準備 実施 ９１

５７ 移動図書館の見直し 準備 一部実施 実施 ９２

５８ 教職員研修事業の統廃合 準備 実施 ９３

５９ 公有財産の取扱方針の策定・推進 実施 ９４

⑯-13 民活型市場用地利用制度の創設・運用 実施 ９５

６０ 公共建築物の長寿命化の推進 準備 実施 ９６

６１ 図書館資料の貸出手続き確認装置導入 準備 実施 ９７

６２ 補助金の整理・合理化 実施 ９８

６３ 使用料・手数料等の適正化 実施 ９９

６４ 税財源の充実・強化 準備 一部実施 １００

６５ 宇都宮市独自のバランスシート等の作成 準備 一部実施 １０１

６６ 競輪事業の経営基盤の強化 実施 １０２

６７ 公共工事のコスト縮減の推進 実施 １０３

６８ 住宅使用料収納率の向上 準備 実施 １０４

６９ 第２次水道事業財政構造改革計画の推進 実施 １０５

⑯-14 下水道事業財政構造改革計画の推進 実施 １０６

▼時代の変化に挑戦し続ける「組織」の改革

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

７０ 保健福祉部の組織再編 準備 実施 １０７

７１ 水道局・下水道部の一元化 準備 実施 １０８

⑯-15 保育園業務職員の配置の見直し 準備 実施 １０９

７２ 学校業務職員の配置の見直し 一部実施 実施 １１０

▼能力と意識を高める「人」の改革

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

７３ 目標管理制度の再設計・活用 準備 一部実施 実施 １１１

７４ 職員の情報活用能力（リテラシー）の向上 実施 １１２

７５ 新たな職員提案制度の確立・推進 実施 １１３

７６ 能力評価の精度向上 準備 実施 １１４

７７ 人材育成システムの導入 準備 実施 １１５

７８ 部門別職員育成計画の策定・実施 準備 一部実施 実施 １１６

ページ

Ｎｏ 取　　組
計画上のスケジュール

ページ

Ｎｏ 取　　組
計画上のスケジュール

ページＮｏ 取　　組
計画上のスケジュール
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全庁的・重点的推進取組一覧（再掲載）

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

２ 行政評価システムの推進 実施

１１ 宇都宮市市民協働推進指針の策定 準備 実施

⑯-2 自治基本条例の制定 準備

19‐1 地域自治の仕組みづくり 一部実施 実施

27‐1 内部管理システムの連携強化 準備 実施

27‐2 計画行政システムの見直し 実施

２９ 新事業手法の導入方針の策定 実施

37‐1 全庁的な外部委託の推進 実施

⑯-9 指定管理者制度の導入 準備 実施

38‐1 外郭団体の見直しの推進 準備 一部実施

４２ 申請・届出の電子化 準備 一部実施

５９ 公有財産の取扱方針の策定 実施

６０ 公共建築物の長寿命化の推進 準備 実施

６２ 補助金の整理・合理化 実施

６３ 使用料・手数料等の適正化 実施

６７ 公共工事のコスト縮減の推進 実施

７３ 目標管理制度の再設計・活用 準備 一部実施 実施

通番 取　　組
計画上のスケジュール
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個別票

▼　「信頼関係の構築」に向けた改革

Ｎｏ １

12月　情報セキュリティ監査実施
１月　安全性（ペネトレーション）テスト実施
３月　情報セキュリティ研修実施（集合研修）

【１５年度取組状況】
・当初スケジュールより遅れている。
【今後の対応等】
・セキュリティポリシー策定に向けた基礎調査が概ね完了したので，今後，基本方針，対策基準及び
　実施手順の策定を予定。
・１６年度に向け情報セキュリティに関する庁内ＬＡＮを利用した自習システム（ｅ－ラーニングシ
　ステム）の教材を追加。

取　　組
総合的情報セキュリティ対策の構
築
（セキュリティポリシーの策定）

所　管　課 情報政策課

取組の柱 行政情報・個人情報の適正な管理 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

　総合的な情報セキュリティ対策（基本方針・対策基準等）を実施し，市が保有する情報資産
を適切に保護するとともに，適正かつ効率的に管理する。

目　　標
１５年度　情報セキュリティ対策（基本方針・対策基準）の策定
１６年度　情報セキュリティ対策（実施手順）の策定

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

一部実施 実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　ｅ－ラーニングシステムの情報セキュリティ関係コンテンツを追加
８月　宇都宮市情報セキュリティポリシー（基本方針，対策基準）策定
９月　宇都宮市情報セキュリティポリシー（基本方針，対策基準）適用
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Ｎｏ ２

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・施策評価を新たに導入し，施策間の優先化を図ることに活用出来た。
【今後の対応等】
・今後は，研修等を活用しながら「指標」等の内容の充実を図り，また，市民にわかりやすい公表を早急
　に進める。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

取組の柱
・客観性の高い成果の把握
・行政サービスの水準の維持・向上

行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

　統一された評価基準によって施策・事業の選択を行うための仕組みである「行政評価システ
ム」については，１３年度に「事務事業評価」を１５年度に「施策評価」を導入したところで
あるが，市民とのコミュニケーションの手法（ツール）のひとつとして，今後，更に見直し・
改善を行い，より一層の充実を図る。
　また，今後は市民意識（期待度・満足度）や，まちづくりの課題等を踏まえた上で，経営戦
略のための判断材料が提供できる「政策評価」の構築を図っていく。

取　　組 行政評価システムの推進 所　管　課 政策審議室

目　　標
１８年度末に事務事業評価結果を公表した事業数　６００事業
１９年度～　「政策評価」の運用

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～ Ｈ１５事務事業評価（Ｈ１４事業実施分）：評価対象事業９６５事業について公表準
備中
　　　 Ｈ１５施策評価：評価対象施策１２４施策について公表準備中
５月　 Ｈ１６事務事業評価（Ｈ１５事業実施分），Ｈ１６施策評価についての取組周知
８月　 実施計画計上事業に係る事務事業評価表及び施策評価表の作成・活用
　　　 補助金・交付金等にかかる事務事業評価表の作成・活用
10月～ 上記以外の全ての事務事業評価・施策評価表の作成・活用
12月～ Ｈ１６事務事業評価（Ｈ１５事業実施分）について公表準備
１月～ Ｈ１６施策評価について公表準備

６月　　　計画行政システム説明会の実施
　　　　　事務事業評価対象事業の評価単位の統一
７月～　  事務事業評価開始
　　　　　施策評価開始
８月　　　実施計画計上事業がらみの事務事業評価表，施策評価表を優先的に作成し活用
10月～ 　 予算編成に向け，全ての事務事業評価表，施策評価表を作成し活用

事務事業評価結果を公表した事業数：６８事業（１５年度末）

実施

6 



Ｎｏ ３

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。（ただし，一部に表示漏れもあった。）
【今後の対応等】
・今後は建設工事，印刷物とも，事業の効果を勘案し，対象を経費が１３０万円を超えるもの（指名
　競争入札の対象）とする。

取　　組 事業経費等表示の実施 所　管　課 広報広聴課，検査室

取組の柱 情報公開の徹底・情報提供の充実 行政経営像

４月～　印刷物：３１課６５件，工事：１７課１２９４件
　建設工事　対象工事１９２７件のうち，１２９４件が表示した。（実施率67.2％）
　印刷物　　対象１１２件のうち，６５件が表示した。（実施率58.0％）

分かりやすい行政経営

内　　容

　市民の参加意識・理解，行政の透明性，職員のコスト意識を高めるため，事業等の実施に伴
う経費等の情報を提供する。

目　　標 工事関係、印刷物関係の実施率：１００％

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１月現在
　建設工事　　対象工事件数８９２件のうち，８４０件を表示している。（実施率94.2％）
　印刷物　　　対象３件のうち，３件を表示している。（実施率100％）
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Ｎｏ ４

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

政策広報　　　 １５年８月，１０月，１６年１月，３月の４回発行
ホームページ　 １５年８月から７回掲載

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・政策広報紙の発行や行政用語解説のホームページ掲載により、「政策広報」に対する認識を得るこ
　とができた。
【今後の対応等】
・今後は、市民へ政策形成過程の情報を提供していくとともに、昨年度、市民からいただいた意見・
　提案を各課がどのように政策形成に生かしていくか検証する。

取　　組 政策広報の実施 所　管　課 広報広聴課

取組の柱 情報公開の徹底・情報提供の充実 行政経営像 分かりやすい行政経営

内　　容
　計画の中間段階の案などの情報を提供し，市民の意見･提案を政策形成に反映していくた
め，広報紙・インターネットなどを媒体とした政策広報を実施する。

目　　標
・毎年度の政策広報紙の発行　４回
・行政用語解説情報のホームページ掲載

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

政策広報　　　 １６年６月「市町合併」，８月「地域安全」の２回発行済。
　　　　　　　 今後、年度内に２回発行予定。
　
ホームページ　 ４回掲載済。今後、月１回を目安に掲載予定。
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Ｎｏ ５

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

（家庭版環境ＩＳＯ）
　　４２３家庭を認定（平成１７年１月現在）
（事業所版環境ＩＳＯ）
　　４月～10月　 環境優良企業委員会の開催（４回）
　　　　　　　　　　　　　・推進体制等
　　　　　　　　　　　　　・ガイドライン構成
　　　　　　　　　　　　　・ガイドブック等
　　　　　　　　　　　　　・制度の推進・普及
　　10月～ 　　　パイロット事業所での検証開始（８社）
（ＩＳＯ１４００１）
　　６月　　年次報告書（環境ＩＳＯレポート２００４）の公表
　　６月～　自己宣言移行に向けて，管理体制の強化など，具体的検討開始
　　11月　　自己宣言移行時の信頼性・透明性の確保手法について最高経営層会議で了承

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・「（仮称）事業所版環境ＩＳＯ認定制度」については，制度の創設に向け商工会議所と連携しなが
　ら検討を進めるとともに，ＩＳＯ１４００１については，自己宣言移行に向けて，管理体制の強化
　など，具体的な検討を進める。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

（事業所版環境ＩＳＯ）
５月　「(仮称)事業所版環境ＩＳＯ認定制度」創設について宇都宮商工会議所との協議開始
（ＩＳＯ１４００１）
６月　年次報告書（環境ＩＳＯレポート２００３）の公表

実施
（毎年度の年次
報告書の発行）

（宇都宮商工会議所
との連携・協力）

（自己宣言への移行）

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　本市のＩＳＯ１４００１に基づく取組について，年次報告書（環境ＩＳＯレポート）を作
成・公表し市民への説明責任を果たすとともに，市民の環境施策に対する関心を高め，家庭版
環境ＩＳＯの参加・拡大など市民の日常生活における環境配慮行動の誘導・促進を図る。
　また，宇都宮商工会議所と役割や協働のあり方について協議を進めながら，事業者の主体的
な環境マネジメントシステムを普及させるための「（仮称）事業所版環境ＩＳＯ認定制度」を
創設・推進する。
　さらに，１７年度からは，審査登録機関による審査から，自らの判断と責任による「自己宣
言」に移行し，自律的な環境保全行動を展開する。

目　　標

・毎年度　　　　年次報告書の継続的な発行
・１６年度～　　宇都宮商工会議所との連携・協力
・１７年度　　　自己宣言へ移行
　　　　　　　　事業所版環境ＩＳＯ運用開始
・１８年度　　　家庭版環境ＩＳＯ認定数　　　５００世帯

環境管理活動の推進 所　管　課 環境企画課

取組の柱
・情報公開の徹底，情報提供の充実
・ルールに基づく協働の推進

行政経営像 市民と共に歩む行政経営

取　　組
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Ｎｏ ６

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月 ～各課におけるホームページの年間活動スケジュール表を作成，計画に基づき，
　　　各課の事業を逐次更新・公開中。
12月　トップページの一部変更。

目　　標
１５年度　　　開設
１６年度以降　利用者の増加に繋がる内容の充実及び質的向上

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１２月　ホームページ「うつのみやの環境」の開設
１２月　環境部内各課のホームページ維持管理体制の整備
　３月　ホームページ運用マニュアルの作成

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・ホームページによる環境情報の一元的な提供により，市民はいつでもどこでも必要な最新情報が入
　手できるようになった。
【今後の対応等】
・今後は，情報を定期的に更新し，内容の質的向上を図る。

取組の柱 情報公開の徹底・情報提供の充実 行政経営像 分かりやすい行政経営

内　　容

　環境に関する総合的・体系的な情報を市民が手軽に入手できるよう，ホームページ「うつの
みやの環境」を開設するとともに，より一層の充実を図る。
　

取　　組
ホームページ「うつのみやの環
境」の開設・充実

所　管　課 環境企画課

１８年度 １９年度

実施
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Ｎｏ ７

１０月～　市内５地区で開催
            10/29緑が丘地区，11/20陽東地区，11/26国本地区，11/29西地区，
　　　　　　11/30富士見地区
　　　　　　参加者226人，提言12件，自由討議49件

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・地域の課題について，「地域でできること」「行政に支援を求めること」について話し合ったこと
　を基に意見交換を行うことにより，参加者が共通の視点から，率直かつ前向きに懇談できた。
【今後の対応等】
・今後は，より多くの市民に参加いただき活発な意見交換の場となるよう，周知方法について改善し
　ていく。
・出された提言や要望は，施策や事業に反映していく。

取　　組 まちづくり懇談会の見直し 所　管　課 広報広聴課

取組の柱 市民とのコミュニケーションの充実 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　市民と行政の双方向性型コミュニケーションを充実していくため，「まちづくり懇談会」
を，地域の意見・要望に対して行政が回答する方式から，地域の課題を「地域自らできるこ
と」や「行政に支援を求めること」などの視点から予め地域が話し合い，それをもとに行政と
意見交換する方式に見直す。

目　　標 １５年度　実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１６年度は，９月までに市内３地区で開催

<開催した３地区の実績>
・7/28宝木地区，8/31清原地区，9/2昭和地区で開催。
　⇒　参加者279人，提言６件，自由討議31件
・多くの市民の参加をいただくため周知方法の改善により，１地区平均93人の参加者があっ
た。

実施
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Ｎｏ ⑯-1

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

準備 実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　市民が意見を述べる機会の一つである審議会や懇談会などの附属機関等について，「市民協
働の進展」など社会環境の変化に適切に対応するため，その類型，委員の年齢要件，議会への
情報提供の方法，職員・議員の委員への選任のあり方などの見直しを行うとともに，使命を終
えた附属機関等の統廃合を進める。

目　　標 １７年度　実施

取組の柱 市民とのコミュニケーションの充実 行政経営像 分かりやすい行政経営

取　　組 附属機関等の見直し 所　管　課 行政経営課
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Ｎｏ ８

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

３月　市民意識調査の実施

取組の柱 市民とのコミュニケーションの充実 行政経営像

取　　組
（仮称）宇都宮市安全で安心なま
ちづくり条例の制定

所　管　課 自治振興課

市民と共に歩む行政経営

内　　容

　犯罪から市民を守る，安全で安心なまちづくりを推進するため，安全で安心なまちづくりに
関する基本理念や推進に当たっての市，市民，事業者の責務や施策の基本方向などを定める条
例を制定する。

目　　標 １７年度　策定

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・計画内容を見直しの上推進する。
・計画内容を，犯罪から市民を守ることに絞り，条例制定を行う。
・これまでの警察による取締り中心の対策に加え，行政，地域，市民が連携・協働して犯罪を防止す
　る取組みを推進するため，懇談会で市民の意見を聞きながら，安全で安心なまちづくりに関する基
　本理念や市，市民，事業者の責務を明らかにし施策の基本方向を示し，条例制定に向け作業を進め
　ていく。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　庁内組織設置（委員会，幹事会）
５月　懇談会設置（公募２名を含み１７名で構成）
　　　第１回懇談会（安全で安心なまちづくりについて）
６月　第１回幹事会
７月　第２回懇談会（効果的な方策について）
８月　テーマ別懇談会の実施
　　　政策広報（テーマ：地域安全）の発行
　　　第３回懇談会（効果的な方策について）
９月　第２回幹事会，第１回委員会
　　　第４回懇談会（効果的な方策と条例に盛り込むべき事項について）
10月　第３回幹事会，第２回委員会
11月　第４回幹事会，第３回委員会，関係部長会議
　　　第５回懇談会（提言書案について）
12月　政策会議（条例素案について），パブリックコメント
１月　第６回懇談会（提言書案について）
　　　懇談会からの提言書提出
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Ｎｏ ９

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１１月　体制を整備し受付開始。（各課に苦情受付担当と解決責任者、第三者委員を設置）

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・内容が要望的なものが多いため，事例研究会などで苦情の範囲を検討する必要がある。
・苦情解決の仕組みについて広報紙やホームページを用いて周知徹底する。

取　　組 福祉サービスの苦情解決システムの整備 所　管　課 保健福祉総務課

取組の柱
・市民とのコミュニケーションの充実
・行政サービスの質の維持・向上

行政経営像 市民の期待に応える行政経営

１９年度

内　　容

　市が提供する福祉サービスや市が実施する福祉事業全般に対する苦情や相談を解決するため
のシステムを整備する。

目　　標 １５年度　整備

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

平成１５年１１月より受付中
　　受付件数 １件　解決済み

実施

推進スケジュール
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▼「市民の持つ力の発揮」に向けた改革

Ｎｏ １０ 取　　組 市政モニター制度の見直し 所　管　課 広報広聴課

取組の柱 気軽に参加・参画できる仕組み 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　より多くの市民が，市政に気軽に参加できるよう，市民モニター制度を市役所における意見
交換方式からアンケート主体方式に変更するとともに，定員を５０名から１００名に増員す
る。

目　　標 １５年度　実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

４月　　アンケートモニター公募
６月　　委嘱式
７月　　第1回意識調査｢馬場周辺の活性化，JR宇都宮駅周辺整備，新交通システム｣
８月　　第2回意識調査｢地域の福祉活動｣
９月　　第3回意識調査｢ろまんちっく村の魅力づくり，観光誘客方策｣
１０月　第4回意識調査｢青少年育成，子育て支援｣
２月　　終了式，市長との懇談会

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・世論調査と比べ，一つの課題について深く掘り下げて，市民から意見を聴くことができるように
　なった。また，アンケートを主体としたモニター制度に見直したことにより，幅広い年齢層が参加
　できるようになった。
【今後の対応等】
・今後は，調査結果が施策事業にどのように反映されたかを把握していく。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　　アンケートモニター公募
６月　　委嘱式
７月　　第1回意識調査｢これからの学校開放について｣
８月　　第2回意識調査｢文化芸術の振興について｣
　　　　　　　　　　「宇都宮市スポーツ振興基本計画の策定について｣
９月　　第3回意識調査｢安全・安心なまちづくりの推進について｣
１０月　第4回意識調査｢地球温暖化の防止について｣
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Ｎｏ １１ 取　　組 宇都宮市市民協働推進指針の策定・推進 所　管　課 行政経営課　自治振興課

　市民協働を推進していくに当たって必要不可欠となる「協働に関する基本的な考え方」
や「協働の手法」，「行政・市民の役割」等を明確にした「市民協働推進指針」を策定す
る。
　指針の策定後は，指針の内容を具体化するための計画等を策定し，協働のまちづくりを
進める。

目　　標
１６年度　市民協働推進指針の策定
１７年度　全庁的な取組みの開始
１８年度　市民協働推進計画(仮称)の策定

取組の柱 ルールに基づく協働の推進 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

２月　市民協働推進指針策定懇談会の設置
　　　第１回会議の開催（本市の現状・課題を報告）

準備 実施

内　　容

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１６年１１月に「市民協働推進指針」が策定できるよう，引き続き取り組んでいく。
・指針の策定後，指針に基づき具体的に市民協働を推進していくための方策を検討する必要がある。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　　第２回会議の開催（指針の骨子に係る協議）
５月　　第３回会議の開催（骨子の継続協議）
７月　　第４回会議の開催（骨子の最終案協議）
８月　　第５回会議の開催（素案の協議）
９月　　パブリック・コメントの実施
１１月　第６回会議の開催（提言書の提出）
　　　　「市民協働推進指針」を策定
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Ｎｏ ⑯-2

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

準備

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　本市にふさわし自治制度を確立するため， 「本市の自治の理念」や「市政運営に関する基
本原則」，「市民協働に関する仕組み」などを規定する「自治基本条例」を制定する。

目　　標 ４年以内の条例施行

取組の柱 ルールに基づく協働の推進 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

取　　組 自治基本条例の制定 所　管　課 行政経営課
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Ｎｏ １２

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

プログラム構築の準備として，１６年度より，海外セミナーを一時凍結するなど，従来実施し
ていた研修内容について人材育成の視点から見直しをした。

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１６年度中に，男女共同参画を推進する地域リーダーを養成するための人材育成プログラムを構築
　し，地域・職場等での人材育成を図る。

準備 実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　男女共同参画の推進に向けた人材育成事業を効率的・効果的に推進するため，これまで実施
してきた市海外セミナーを一時凍結し，海外研修も含めた体系的な人材育成プログラムを構築
する。

目　　標 １６年度　人材育成プログラムの構築

取組の柱 協働の活動を支援する仕組み 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

取　　組 男女共同参画に関する人材育成の推進 所　管　課 男女共同参画課

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

人材育成プログラムを構築し，研修及び活用について検討。
　５月　　自分らしく再考講座（昼・夜）の開催
１０月～　地域リーダー養成講座を開催し，新しいリーダーの育成を図っていく。
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Ｎｏ １３

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

７月　「（仮称）環境パートナーシップ会議」が環境保全活動を実践できる仕組みとして
　　　　機能するよう，会議の基本的事項について協議する「設立準備会」の設置・検討
２月  「設立準備会報告書」の策定

１６年６月に「環境行動フォーラム」として発足した。
環境行動フォーラムへの市民参加数：９７人（８月現在）

取組の柱 協働の活動を支援する仕組み 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

取　　組 環境パートナーシップ会議の設立 所　管　課 環境企画課

　市，事業者，市民，環境活動団体等が相互理解を深め，連携・協力して環境保全活動に取組
んでいけるよう「（仮称）うつのみや環境パートナーシップ会議」を設立し，当該組織を母体
組織として，各主体の協働による保全活動を積極的に推進する。

目　　標
１６年度　　環境パートナーシップ会議の会員数　１００名
１７年度以降　会員増による基盤強化

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

一部実施 実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・市民協働組織としての環境パートナーシップ会議の設立について合意形成を図れた。
・１６年６月に「環境行動フォーラム」として発足した。
【今後の対応等】
・今後は，イベント，広報媒体を通じてのＰＲ活動及び協働での事業の推進により，会員の確保
　やネットワークの形成に努め，組織力の強化を図っていく。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

6月　「うつのみや環境行動フォーラム」の設立
7月～１月　環境フェアへの参画，企画運営委員会の開催（７回），会報紙（１～３号）の
　　　　　 発行
　　　　　３つのプロジェクト活動の推進
　　　　　・「環境情報プロジェクト」→ホームページ「Ｕ－ｎｅｔ」を１０月に開設，
　　　　　　以降定期的な更新作業を実施
　　　　　・「環境学習促進プロジェクト」→ﾏｲﾊﾞｯｸｺﾝﾃｽﾄ（作品募集，審査，巡回展），
　　　　　　環境絵本（作品募集），里山作業体験等を実施
　　　　　・「エコモデルショッププロジェクト」→エコモデルショップ実験，拠点づくり
　　　　　　のための企画書の骨子検討
※１月末現在の会員数　個人：10７人　団体：45　合計：１５２（人・団体）
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Ｎｏ １４

内　　容

　地区内の廃棄物不適正処理事案（不法投棄，野焼き）の未然防止・早期発見を図るため，住
民の自主的活動による不適正処理監視体制を整備する。（「廃棄物不法投棄対策協議会」の設
立・運営支援）。

目　　標 １９年度末の協議会数　３協議会

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

７月　不法投棄対策協議会開催
　　　　・規約改正（組織を国本地区と城山地区に分割）
　　　　・１５年度地区内不法投棄等状況報告

７月　国本・城山地区廃棄物不法投棄対策協議会の設立
８月　地区の不法投棄マップの作成（10月に全戸配付）
２月　協議会開催
３月　監視パトロールの実施
　
１５年度末の協議会数　１協議会

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・協議会は発足したものの住民自らが自主的に活動するまでには至っていないので，今後の目標であ
　る他地区への拡大については，１５年度立ち上げた国本城山地区協議会の動向を見極めながら検討
　する。

取　　組
地域住民による不法投棄監視体制
の確立

所　管　課 廃棄物対策課

取組の柱 協働の活動を支援する仕組み 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施
（１地区）

拡大
（２地区）

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）
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Ｎｏ １５

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・協力団体の除却活動中におけるトラブルを回避するため，作業内容及び注意事項等を説明してい
　く。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

５月　宇河防犯協会・宇都宮駅東自主防犯パトロール隊・宇都宮市少年補導員の３団体を路
　　　上広告物の除却協力団体として認定し，２６８名に屋外広告物簡易除却協力員として
　　　委嘱。
２月　都市計画課の職員以外に，４課２事務所の施設管理に従事する５３名の職員が業務の
      一環として簡易除却することを可能とした。

１５年度の協力団体数　３団体

取組の柱 協働の活動を支援する仕組み 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　現在，業務委託により行っている違反屋外広告物除却を協力団体や協力員などのボランティ
アが簡易除却できるようにする。
　また，庁内においても業務の一環で簡易除却を行えるようにする。
  平成１７年度からは，従来の団体に加えて自治会等の団体も参加でき，簡易除却の内容も
「貼り紙」のみから「貼り札」，「立て看板」等も可能となるよう，拡充する。

目　　標
・１９年度末の協力団体数　７団体
・屋外広告物の簡易除却を官民協働で活動することにより，街全体で違反広告物を掲出させな
い環境づくりを目指す。

取　　組
違反屋外広告物簡易除却業務にお
ける民間団体等との連携の強化

所　管　課 都市計画課

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　前年と同じ３団体を協力団体として認定し，２５８名に屋外広告物簡易除却協力員
　　　として委嘱した。
４月　都市計画課以外で，簡易除却に従事する職員を前年度よりも拡充し，４課２事務所
　　　の施設管理に従事する１１９名とした。
５月　宇都宮市少年補導員会の総会に出席し，簡易除却の説明を行った。

１６年度の協力団体数　３団体

一部実施 実施
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Ｎｏ １６

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１４年１２月～　「街の先生」の募集開始
１５年　４月～　「街の先生」ボランティア制度の開始

１５年度の実績として，延べ1,492人，延べ9,832回，１校あたり，平均18.7人，延べ122.9回
の協力をいただいた。
　(例：朝の読書の時間での本の読み聞かせや総合的な学習の時間の補助など）

１５年度末における協力者リストの登録者数　１，７４９人
　・全市で活動可能な登録者：３５０人
　・地域限定で活動可能な登録者：１，３９９人

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，ボランティア団体及び関係機関との連携による人材の確保，充実に努めるとともに，本事
　業が，各学校に広く活用されるよう，趣旨の周知を図る。

１９年度１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

取　　組

実施

「街の先生」ボランティア制度の
創設

所　管　課 学校教育課

取組の柱 協働の活動を支援する仕組み 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　地域と連携した教育の実践のために，学校の教育活動を支援するボランティアが学校のニー
ズに応じて，「可能なことを，可能なときに，可能な範囲で」協力できる体制作りを行う。

１９年度末における協力者リストの登録者数　２，５００名

推進スケジュール

目　　標

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～　「街の先生」本年度の活動開始
　　　　　 昨年度同様，本の読み聞かせや総合的な学習の時間の補助など，多様な
　　　　　 教育活動への支援をいただいている。

１０月１日現在，「街の先生」として，新たに１２０人の登録者があった。
　（総数１，８６９人　内訳　全市対応：全市対応３７１人，地域限定：１，４９８人）
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Ｎｏ １７

・市民が，自主的・主体的にスポーツ教室を行っていくための検討課題の把握のため，
　他自治体の状況把握や関係団体との情報交換を行った。

１年間の教室実施回数：６０回（目標値の54.1％）
　参加人数　　　４，１９０人
　教室内容　　　ソフトバレーボール他２８種目

　ニュースポーツ用具貸出件数　６０件
　スポーツ指導者研修会の参加人数　７４１人

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，ホームページをリニューアルし，スポーツ関連情報を充実していく。
・また，どのように指導者を育成し，活用していくかを検討していく。

１９年度

目　　標

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

取　　組 巡回スポーツ教室の見直し 所　管　課 スポーツ振興課

取組の柱 協働の活動を支援する仕組み 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　より多くの市民が地域で主体的にスポーツ活動に取り組めるよう，巡回スポーツ教室に対し
指導者を派遣・支援する仕組みから，指導者の育成や競技団体との連携等を通じて，情報提供
の充実を図るなど，新しい仕組みに転換する。

【新たな支援策】
　指導者の育成
　ホームページを活用した各種情報提供
　ニュースポーツ競技ルールの周知　等

ニュースポーツ用具貸出件数　年間７０件
スポーツ指導者研修会の参加人数　年間８００人

推進スケジュール

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１月までの実績
　　参加人数　２，８７５人
　　教室内容　ソフトバレーボール等　５４教室開催
　　ニュースポーツ用具の貸出件数　５１件
　　スポーツ指導者研修会の参加人数　６７９人

　　ホームページリニューアルについて，先進事例の状況を把握
　　また，体育協会とともに，リニューアルの在り方について協議

準備 実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）
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Ｎｏ １８

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，引続き，「溶融スラグ」特区の申請について，検討を行うともに，他の特区計画申請について
　も積極的に検討していく。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

６月　県に対し，大店立地法の特例を活用した特区計画の申請を申出
７月　県が「宇都宮にぎわい特区」の申請
８月　「宇都宮にぎわい特区」の認定
３月　「地中空間を利用した溶融スラグの埋立処分の容認」を活用した特区の検討

１５年度　申請件数０件（ただし，県により１件申請）

実施

１５年度

取　　組
構造改革特区・地域再生に係る申
請・提案の推進

所　管　課 政策審議室

１９年度

取組の柱 行政の関わり（規制等）の見直し 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

目　　標

１６年度 １７年度 １８年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

　５月　「大谷地域文化観光再生計画」の申請，「溶融スラグ特区」申請の見送り
　６月　「大谷地域文化観光再生計画」の認定
　　　　　地域再生の提案を提出（宇都宮まちづくり創生構想，大谷地域文化観光再生構想）
１０月　「うつのみや生き生き宮っ子特区」の申請，「溶融スラグ特区」申請の見送り
　１月　「溶融スラグ特区」申請の見送り

内　　容

　地域の活性化を図るため，地域の特性に応じた規制の特例措置（規制緩和）や地域再生に関
する国の支援措置を導入する構想の提案や計画について検討を行い，構造改革特区・地域再生
の活用を推進する。

１５年度　　　申請件数１件
１６年度以降　適宜申請

推進スケジュール
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▼「地域自治の確立」に向けた改革

Ｎｏ １９－１

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【市域における取組】
・市内３７地区で「地域まちづくり組織」を設置
・市域における地区行政の推進の基本方向を「大綱（案）」として取りまとめ
・保健福祉サービスの地域拠点での展開を準備
【合併協議における取組】
・市町合併協議会（第４回）において地域自治制度（「地域行政機関の執行体制について」
　及び「地域自治制度の法的位置付けについて」）について協議

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は具体的に地域で実施する業務の内容や，必要な権限，予算，組織体制，人員，施設設備等を
　明らかにし，段階的に整備していく。
・合併町の地域自治制度と，現行市域の取組との将来的な整合の確保をどのように進めていくか，十
　分な検討が必要である。

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

取　　組 地域自治の仕組みづくり 所　管　課
政策審議室・行政経営課・
自治振興課

取組の柱
・地域によるまちづくりのための組織整備
・地域への権限移譲の推進

行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　地域の個性と活気を十分に発揮できるよう，地域における行政機能を強化するとともに，
「住民組織（コミュニティ組織）」の活動を支援する。

目　　標
・１５年度：住民組織（地域まちづくり組織）の設置
・１６年度：地区市民センター機能の充実
・１７年度：地区市民センターの「支所」機能への強化

一部実施 実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

【市域における取組】
・平成１６年４月から，保健福祉に係る総合相談や訪問指導等のサービスの地域展開を先行実
施（保健師等を３地区市民センター（平石，富屋，姿川）に拠点配置）
・地区行政の推進の基本方向を示した「大綱（案）」について，市民の懇談会（市民協働推進
指針策定懇談会）や議会（都市自治制度特別委員会）に説明し，意見を「大綱（案）」に反映
・平成１６年１１月に，「地区行政の推進に係る大綱」を策定
・同大綱に基づき，平成１７年度から地区市民センターを支所として機能強化するため，具体
的業務内容や事務執行方法，体制整備等を検討・準備
【合併協議における取組】
・宇都宮地域合併協議会：地域自治制度について協議
　…第５回｢地域行政機関で行う主な事務事業｣｢地域行政機関及び特別職の名称」について
　…第６回｢地域行政機関の組織機構」「地域行政機関の名称の再検討結果」について
・宇都宮･高根沢地域合併協議会
　…第２回｢地域自治制度の法的位置付け｣｢住民代表組織の設置」について
　…第３回｢地域行政機関の執行体制｣について
・平成１７年１月までに，各合併協議会が廃止・休止となったことから，合併をにらんだ地域
自治制度の構築については，検討を留保する。
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Ｎｏ １９－２

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，地域まちづくり組織と自治会や各種団体等との連携をさらに整備する必要がある。
・地域まちづくり組織の運営・育成に対し助言を行うとともに，円滑な運営を促進するため財政的な
　支援を継続する。
・地域広報紙は，事業報告だけに留まらず，各種団体の活動状況や地域の特性等を記載するなど，地
　域内での情報共有を図る手段として活用していく。
・地域まちづくりに関する研修等を一括して開催し，地域の人材育成を促進するため各地区の地域ま
　ちづくり組織を包括する組織の設立を検討する。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

４月～　地域まちづくり組織の設立：３７地区
　　　　地域まちづくりに関する懇談会や人材育成に関する研修の実施
　　　　地域まちづくり組織や各種団体等の活動状況を報告する地域広報紙の作成

１５年度末の設置数：３７地区

取　　組 地域まちづくり組織の設置 所　管　課 自治振興課

取組の柱 地域によるまちづくりのための組織整備 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　地域の総意形成や自治会などの各種地域団体の調整を担う地域まちづくり組織を連合自治会
単位（３７地区）に設置し，育成する。

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～　・地域まちづくり組織や各種団体等の活動状況，及び地区市民センター，
　　　　　地域コミセンの事業などの情報を提供するため地域広報紙の発行
　　　　・地域まちづくり組織の主体的な活動に対する財政的支援として，
　　　　　「協働の地域づくり支援事業補助金」を交付。
１０月　・地域まちづくり組織の役員を対象に，協働に対する意識醸成や地域人材育成
　　　　　のため，まちづくり研修会を実施。

実施

目　　標
・１５年度末の設置数　３７地区
・地域資源や様々な課題を発見し，地域住民による特性を活かした事業や課題解決に向けた取
組を行う住民組織の円滑な運営を支援する。

推進スケジュール

１５年度

１７年度より「№２２　まちづくり事業支援」へ統合
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Ｎｏ １９－３

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

・健康づくり推進員に対する全体研修会の実施
・健康づくり推進組織の設立：１０組織１２地区
                            （西原，城山･明保，豊郷，雀宮･五代若松原，
                              横川，篠井，富屋，国本，陽南，富士見地区）
・健康づくり推進員養成講座の実施：５会場
・１５年度の健康づくり活動への参加者数　５,９５２人

【１５年度取組状況】
・当初スケジュールより遅れている。
・平成１５年度は，健康づくり推進組織を１５地区設立の目標に対して，１０地区において組織が設
　立された。現在６地区において組織設立に向けて準備を進めている。
・組織を設立するためには，健康づくり推進員の養成を確実に実施し，推進員の人数を確保していく
　ことが必要であるが，平成１５年度においては，養成講座を５会場実施し，推進員の人数も市内
　全域において５００人となった。
【今後の対応等】
・今後，さらに健康づくり推進員の活動が活発になるよう支援することにより，円滑な組織化を図っ
　ていく。

・１７年度末の設置数　３７地区（１５年度１５地区，１６年度２６地区，１７年度３７地区）
・１９年度の健康づくり活動への参加者数　13,000人

取組の柱 地域によるまちづくりのための組織整備 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

取　　組

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　「健康うつのみや２１」を推進し，市民一人ひとりが，主体的に健康づくりに取り組むこと
ができるよう，地域において健康づくりの核となる「健康づくり推進員」を養成するととも
に，「健康づくり推進組織」を連合自治会単位に設立する。

目　　標

一部実施 実施

推進スケジュール

１５年度

健康づくり実践活動の推進 所　管　課 健康増進課

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

・健康づくり推進組織の設立：３組織４地区（緑が丘・陽光,姿川・清原地区）
　   １７年１月末：延べ１６地区
・健康づくり推進組織設立準備
　　（宝木・細谷地区に年度内設立予定）
・健康づくり推進員の活動支援による組織化の促進
　　（平石･陽東･石井･瑞穂野への支援，旧市内を２つのグループに分け支援）
・健康づくり推進員養成講座の実施：２会場
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Ｎｏ １９－４

４月～　自治会におけるモデル事業の実施（初級俳句講座，初級社交ダンス教室）
１０月　城山地区に実践塾設置

１５年度末の設置数：３地区
延べ参加者数：３８５人

【１５年度取組状況】
・当初スケジュールより遅れている。
・各地域の高齢者や団体間の調整に時間を要した。
【今後の対応等】
・今後は，モデル事業の評価を踏まえ，地域で老人クラブとシルバー大学校卒業生の連携が図れるよ
　うな仕組みの構築（地域指導者バンク）等を行い，事業が早期に軌道に乗るよう働きかけていく。

取　　組 高齢者地域活動実践塾の設置 所　管　課 高齢福祉課

取組の柱 地域によるまちづくりのための組織整備 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　シルバー大学卒業生や過去に培った技術を有する高齢者等が講師となり，概ね６０歳以上の
地域の高齢者（老人クラブ会員等）を対象に，各地域の身近な交流の拠点となる地域集会所等
において，趣味活動やボランティア活動などの催しを実施できるよう，高齢者地域活動実践塾
を設置する。

目　　標
・毎年度４か所の新規設置（連合自治会単位毎に設置）
・１９年度末の設置数　２２地区
・１９年度末の延べ参加者数　２，６４０人

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～　老人クラブ等関係団体への事業説明
　　　　　篠井地区において実践塾の説明
１１月　篠井地区に実践塾設置

１月末の設置数：４地区

一部実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）
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Ｎｏ １９－５

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・各地域毎に，見守りを必要とする対象者の把握ができた。
【今後の対応等】
・見守りを必要とする対象者に対し，具体的な見守りの方法を単位自治会毎に検討し，見守り活動が
　開始できるようにする。
・新規の一人暮らし高齢者の実態調査を行い，16年度新たに見守りが必要となる対象者を把握する。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

４月　　　　ひとり暮らし高齢者のリストアップ
５～６月　　実態調査の実施
７～９月　　実態調査の集計，ひとり暮らし高齢者台帳の作成
９～１１月　民生委員や地域団体（自治会，地区社協等）への情報提供及びネットワーク構
            築に向けた協力依頼

取組の柱 地域によるまちづくりのための組織整備 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　ひとり暮らし高齢者等が住み慣れた地域の中で，安心して暮らし続けられるよう，福祉サー
ビスと近隣の「見守りや助け合い」の仕組みを一体的に組合わせた安否確認体制を構築する。

取　　組
ひとり暮らし高齢者の安心ネット
ワークの構築

所　管　課 高齢福祉課

目　　標 １７年度末の設置数　３７地区

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

一部実施 実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

・４～６月　新規ひとり暮らし高齢者をリストアップし,民生委員に依頼し実態調査を実施。
  ７～９月　実態調査結果を整理集計し，在宅介護支援センターによる二次調査を実施。

・平成１５年度実態調査結果に基づく見守り活動の実施状況
　地域による見守り希望者：対象者２０８名について，地域で見守り活動会議を開催し,
　　　　　　　　　　　　　見守り活動員による見守りを開始。
　地域による見守り拒否者：対象者１８７名について，在宅介護支援センターにより，安
　　　　　　　　　　　　　否確認を実施。
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Ｎｏ １９－６

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

４～５月　地域組織の現状把握
６～８月　生涯学習組織の設置依頼

１５年度末の設置数：３４地区（組織未設置３地区）

【１５年度取組状況】
・当初スケジュールより遅れている。
・１５年度末　組織未設置３地区。
・未設置地区については，地域の現状把握や関係課との協議を重ねてきた。
【今後の対応等】
・今後も地域の実態を考慮しながら，地域自治と連携して協議を進め，設立に努めていく。

１９年度

実施

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

取組の柱

内　　容

目　　標

推進スケジュール

１５年度末の設置数　３７地区

地域によるまちづくりのための組織整備 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

　各生涯学習センター,地域コミュニティーセンターに地域住民で構成する生涯学習推進
組織を設置し，地域における生涯学習活動の推進を図る。

取　　組 地域の生涯学習推進組織の設置 所　管　課 生涯学習課

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

７月～　生涯学習組織の活動状況，各地域における推進上の課題などを調査
　　　　生涯学習組織の設置や活動の支援策を検討

１６年９月末の設置数：３４地区
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Ｎｏ １９－７

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

本庁のほか、富屋、平石、姿川の地区市民センターに、保健師、保育士、事務職を配置し、保
健と福祉の総合相談、訪問指導、健康教育事業、健康づくり推進事業等の実施を検討，準備
し，１６年４月より実施。

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１６年度の検証を踏まえ、平成１７年度の機能充実と新たな整備箇所等を検討する。

行政経営像 市民の期待に応える行政経営

取　　組
地域における保健と福祉サービス
の提供体制の整備

所　管　課 保健福祉総務課

１５年度 １７年度

取組の柱
・地域への権限移譲の推進
・市民との協働にふさわしい組織

１６年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～　・業務、服務、職員体制、業務所管課との関係などの面から検証を実施（月１回）
　　 　 ・次年度の相談業務等の拡充を検討

１８年度 １９年度

内　　容

　訪問指導などの保健と福祉に係るサービスの提供や保健と福祉の総合相談，保健と福祉分野
の市民活動拠点機能などを地域で展開する。

目　　標
・１６年度　　　一部業務の実施
・１７年度以降　地域自治の推進状況を踏まえ順次，機能を充実

準備 一部実施

推進スケジュール
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Ｎｏ ２０

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・協議会の事務局である社会福祉協議会との更なる連携を図り，今後も，市と協議会が一体となっ
　て，効果的な福祉のまちづくりへの意識啓発事業に取り組んでいく。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

４月　　福祉のまちづくり推進協議会設立交付金の交付
７月　　第１回推進協議会の開催（啓発用チラシ・ポスター作成に係る支援）
９月　　第２回推進協議会の開催（事業の詳細決定）
１０月　共同事業（市街パレード等）の実施 (参加者約２２０名)
３月　　第３回推進協議会の開催

取　　組
福祉のまちづくり推進協議会への
支援

所　管　課 高齢福祉課

取組の柱 地域によるまちづくりのための組織整備 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　福祉のまちづくりを主体的に推進していく「福祉のまちづくり推進協議会」（市民・事
業者で構成）への支援や，協議会との協働の事業を実施する。

目　　標
　協議会と市が協働で事業を実施していくことにより，誰もが安心して生き生きと暮らせ
るまちづくりを目指す。

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　　フェスタｍｙ宇都宮２００４参加
　　　　　・啓発活動(チラシ等の配布)
　　　　　・推進事業(車いす，アイマスク，点字，手話各福祉体験教室)
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Ｎｏ ２１

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

５月　モデル地区（横川，篠井，雀宮）における事業の実施
　　　（地区ホームページの開設，地域情報掲示板の作成及び当該事業を通じた市民の相互
　　　　交流）
２月　情報機器の配備
　　　（東生涯学習ｾﾝﾀｰ，西生涯学習ｾﾝﾀｰ，南生涯学習ｾﾝﾀｰ，北生涯学習ｾﾝﾀｰ）

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後はモデル地区の事業の充実と事業の順次拡大を実施する。

取　　組
地域情報活動拠点の整備・充実
（リージョンネットプラザの整備）

所　管　課
情報政策課・自治振興課・
生涯学習課

取組の柱 地域の活力を生かす仕組み 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　地域活動の拠点となる各地区市民センター・生涯学習センターにおいて，市民が自由に
使えるパソコンや電子掲示板を整備し，ＩＴを活用した「地域住民のまちづくり活動の
場」，「情報交流の場」，「生涯学習の場」を整備する。

目　　標
・１５年度　　　情報機器の配備，モデル事業の実施
・１６年度以降　事業の順次拡大

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

一部実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　石井・平石・陽東地域携帯電話用ホームページ開設
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Ｎｏ ２２

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

４月～　地域づくり事業（親睦事業等）の計画・立案・実施への支援
　　　　「地域づくり支援事業補助金」の交付：３４地区
　　　　各地区で特色ある地域づくり事業を開催

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・地域づくり事業においては，地域住民の親睦事業が中心になっているが，今後，地域の特性を活か
　した事業や地域課題の発見や解決に向けた事業を展開できるよう支援に努める。
・各地域との情報共有を図るため，協働の地域づくり支援事業補助金により実施した事業をまとめ地
　域へ情報を提供する。

取　　組

取組の柱 地域の活力を生かす仕組み 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

３７地区で事業支援を実施

地域によるまちづくり事業への支援 所　管　課 自治振興課

実施 「№19-2 地域まちづくり
組織の設置」を統合

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　コミュニティ形成の促進や地域づくりを担う人材を育成するため，地域が自主的に行う地域
づくり活動（事業計画の策定等）を支援する。

目　　標

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～　・地域づくり事業（親睦事業等）の計画・立案・実施への支援
　　　　・「地域づくり支援事業補助金」の交付（１月現在　３０地区）
　　　　・各地区で特色ある地域づくり事業を開催
　　　　・平成15年度に「協働の地域づくり支援事業補助金」により，各地域で実施した
　　　　　事業をまとめ今後の地域づくり事業の参考資料として地域へ提供
１０月　・地域まちづくり組織の役員等を対象に，市民協働に対する意識醸成や
　　　　　地域人材育成のため，「まちづくり研修会」を実施
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Ｎｏ ２３

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・地域の自然に対する理解が深まるよう，16年の夏休み中に，住民参加の事業地内水路の生きもの調
　査や，ホタルの観察会などを開催する予定である。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

・徳次郎地区の土地改良区内に設置された環境検討委員会において，事業で作られる生
　態系保全空間の活用方法や組織作りについての話し合い実施。
・今後，近隣の富屋小学校とＰＴＡに協力を依頼し，子どもが活動の中心となれる組織の立
　ち上げを目指すこととなった。

取組の柱 地域の活力を生かす仕組み 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

取　　組
田園環境保全・再生のための地域
組織の設置

所　管　課 土地改良課

　土地改良事業において，環境に配慮した整備と自然環境保全・再生に向けた活動による
良好な維持，管理を行うため，土地改良区，地域の自治組織，ボランティア等，多様な人
材からなる地域主導型のモデル組織を設置する。

目　　標 １８年度　徳次郎地区にモデル組織を設置

推進スケジュール

１９年度

準備 実施

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～　栃木県と工事計画等の打合せ
７月　　環境検討委員会の中で「田んぼの生き物調査」実施の検討
８月　　徳次郎地区「田んぼの生き物調査」及びワークショップの実施
（「田んぼの生き物調査」は大変好評で，マスコミにも大きくとり上げられたことにより，地
元の意識も大いに高まった。）
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Ｎｏ ２４

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

　９月　文化財保存活動に関するアンケートの実施
１０月　平成15年度第２回教育懇談会実施（教育委員会主催）
　　　　　テーマ「地域と学校の連携による文化財保護活動について」
　　　　　参加者　文化財保存活動関係団体45名，学校関係者37名，文化財調査員20名

１５年度末の事例数：６件

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・１５年度は瓦塚古墳群整備事業，塚山古墳群の除草作業，城山のシダレザクラさくら祭など６事業
　が実施された。
【今後の対応等】
・教育懇談会と事前アンケートにより，文化財保護活動に対する地域や学校の考え方，取り組み状
　況，課題等を把握することができたので，これらの結果に基づき，地域・学校・行政の協働による文
化
　財保護活動に関する啓発および具体的な活動の促進を図っていく。

取　　組
地域・学校・行政の協働による文
化財保護活動の促進

所　管　課 文化課

取組の柱 地域の活力を生かす仕組み 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　市民の郷土理解・郷土愛を醸成し，主体的に文化財を保護していくため，地域・学校・行政
が世代を超えた協働の仕組みづくりを行い，地域の文化財を核にした，周辺の子供達を自ら取
り込む地域主導のコミュニティーづくりを促進する。

１９年度末の事例数　１０件

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

目　　標

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

　７月　徳次郎智賀都神社夏祭付祭の開催
　　　　　地域の開催日見直しによる参加者対策，晃陽中の校庭開放による駐車場提供
　　　　　協力，行政の広報支援等の連携による実施
　９月 （仮称）宇都宮市文化振興基本計画策定に係る市民意識調査の実施
　　　　　市民モニター100名，文化財関係者145名へのアンケート発送

１６年度９月末の事例数：５件（徳次郎，瓦塚，塚山，シダレザクラ，英巌寺）

一部実施 実施
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▼常に最適なサービスを展開する「仕組み」の改革

Ｎｏ ２６

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

平成１６年度「市政研究センター」設立
　　　　・機　　能：調査研究機能，人材育成機能，情報収集・発信機能
　　　　・組織体制：内部組織（政策審議室内設置），所長は学識経験者（非常勤）

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・基礎的な機能・組織体制を持つ自治体シンクタンクを設立することができた。
【今後の対応等】
・調査研究テーマの的確な把握や研究活動への多様な人材の参画などに留意して調査研究を進め，政策形
　成能力や課題解決能力を高めていく。

取　　組 市政研究センターの設立 所　管　課 政策審議室

取組の柱 トップマネジメントの強化 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

　本市における中期的課題について，外部の知的資源を活用しながら調査研究し，新しい時代
に対応した先駆的な政策を形成するため，本市独自のシンクタンク機能として，市政研究セン
ターを設立する。

目　　標 １６年度　設立

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　「市政研究センター」設立
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Ｎｏ ２７－１

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１６年度は，１７年度の市町合併後すぐに新システムをスタートし，円滑に実施できるように，詳
　細の実施方法等を検討していく。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

２月　新しい内部管理システムの連携強化策を策定

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

トップマネジメントの強化 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

取　　組 内部管理システムの連携強化 所　管　課 行政経営課

取組の柱

内　　容

　厳しい財政環境の中，複雑化・多様化する行政需要に適切に対応していくため，計画行政シ
ステム，財務管理，組織・定員管理などの内部管理システムの連携強化を図り，効率的・効果
的な行政経営体制を確立する。

目　　標 １７年度　実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～　　１７年度からの実施に向け，１５年度に策定した連携強化策の具体化を検討
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Ｎｏ ２７－２

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

・取り組むべき施策・事業選択にあたっての行政評価の有効活用
　⇒　事務事業評価の改善（評価と予算の事業単位の統一）
　⇒　施策評価の構築・導入
・将来にわたる健全財政運営の堅持に向けた取り組み
　⇒　経常収支比率，公債費負担比率等の財政指標の具体的な数値目標の設定
・予算編成にあたっての各部局の裁量の拡大
　⇒　枠配分対象経費の拡大

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，計画の実効性の向上，策定事務の効率化に向け，１５年度の取り組みによる問題点，課題
　等の検証を進める。

取組の柱 トップマネジメントの強化 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

　厳しい財政環境の中，複雑化・多様化する行政需要に適切に対応していくため，成果重視の
観点から，これまでの計画行政システム（中期財政計画～総合計画実施計画～予算編成）の見
直しを図る。

取　　組 計画行政システムの見直し 所　管　課 政策審議室

目　　標
・１５年度　　　計画行政システムの見直し実施
・１６年度以降　システムの改善

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度の見直しに基づき実施
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Ｎｏ ２８

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１２月　宇都宮市水道事業の設置等に関する条例の一部改正(案)が議決

平成１６年度　下水道事業の地方公営企業法全部適用を実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・下水道事業の全部適用を機に，さらに今後も，経営の健全化や経営基盤の強化を図っていく。

取　　組
下水道事業の地方公営企業法の全
部適用

所　管　課 企業総務課

取組の柱 トップマネジメントの強化 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　多様化する顧客ニーズに的確に対応するとともに，経営基盤の強化を図るため，現在，下水
道事業に一部適用（財務関係）している地方公営企業法を全部適用に拡充する。

目　　標 １６年４月　地方公営企業法の全部適用

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

平成１６年４月から下水道事業の地方公営企業法全部適用を行い，下水道事業に係る
組織，財務，職員の身分取扱などについて同法に基づき実施している。
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Ｎｏ ２９

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は本方針に基づき，個別事業の導入可能性を評価し，ＰＦＩの導入を推進する。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

８月　「ＰＦＩ導入基本方針」策定
　　　　　⇒　新事業手法導入にあたっての基準の設定
　　　　　⇒　各部局の役割の設定による新事業手法運用体制の確立

実施

１５年度

推進スケジュール

１９年度

取組の柱 行政サービス水準の維持・向上 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　民間の資金・経営ノウハウ・技術的能力等を効果的に活用して，公共サービス水準の向上と
総コストの低減を図るため，ＰＦＩ導入に関する基本方針を策定し，ＰＦＩの円滑な導入を推
進する。

目　　標 １５年度　策定

取　　組

１６年度 １７年度 １８年度

新事業手法の導入方針の策定 所　管　課 政策審議室

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度に完了済み
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Ｎｏ ３１ 男女共同参画課

取組の柱 行政サービスの水準の維持・向上 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

取　　組 男女共同参画推進センター機能の充実 所　管　課

　男女共同参画推進センターに「学習・研修」，「相談支援」，「情報収集・提供」，「交
流・市民活動支援」の４つの機能を持たせるとともに，平成１６年度以降は，「ドメスティッ
ク・バイオレンス（ＤＶ）相談」，「啓発講座の開催等の学習・研修機能」及び「市民活動支
援機能」の充実・強化を図る。

目　　標 １８年度　センター利用者数　125,000人

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

婦人相談員（非常勤嘱託員）を１５年４月より１名増員し，ＤＶを含む相談機能の充実を
図った。

１５年度　センター利用者数　120,559人

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，休日・夜間を利用した啓発講座やＤＶ被害者を支援するボランティア養成講座の開催など
　学習・研修機能の充実を図る。
・ＤＶ相談マニュアルを作成し，ＤＶ相談機能の強化を図る。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

　９月　ＤＶ被害者支援ボランティア養成講座の開催
１０月　男女共同参画推進センターフェスティバルを開催し，男女共同参画意識の高揚と
　　　　拠点施設としてのセンターの周知を図っていく。
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Ｎｏ ３２

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１０月　自転車駐車場の管理方法について，先進事例を調査

取組の柱 行政サービスの水準の維持・向上 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

　自転車駐車場の利用時間延長を望む多くの市民の声に適切に対応するとともに，維持管理経
費の削減及び維持管理事務の効率化を図るため，ＪＲ宇都宮駅西口自転車駐車場を自動化し，
２４時間利用可能な自転車駐車場を整備する。

１５年度 １６年度

取　　組 自転車駐車場管理方法の見直し 所　管　課 道路維持課

目　　標 １９年度　ＪＲ宇都宮駅西口の自転車駐車場の無人・自動化

推進スケジュール

１７年度 １８年度 １９年度

実施準備 一部実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・１５年度は，各都市の状況について把握することができた。
【今後の対応等】
・今後は，これらを踏まえて，無人・自動化の実現可能性を検討していく。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

　５月　自転車駐車場用設備の展示会（パーキングジャパン２００４）に参加し，自動化に
　　　　向けた設備について研究
　９月　既存のＪＲ宇都宮駅西口自転車駐車場の24時間利用可能部分を拡大した。
１２月　ＪＲ宇都宮駅西口自転車駐車場に相応しい管理方法を研究するため，先進都市であ
　　　　る川崎市及び練馬区を視察
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Ｎｏ ３３

３月　消防緊急通信指令更新工事完了

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・指令システム更新工事は予定どおり完了（指令室・事務室の改修工事は，１６年５月完了）し，
　１６年度に運用開始することができた。
【今後の対応等】
・職員研修も予定どおり実施され，新指令システムへの対応も問題なく行うことができたので，
　迅速な出動指令体制を確保に努める。

取組の柱 行政サービスの水準の維持・向上 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

取　　組 消防に係る通信体制の高度化
（消防緊急通信指令システムの整備）

所　管　課 通信指令課

内　　容

　消防緊急通信指令システムを更新し，迅速な出動指令体制を確保することで，災害時の被害
の軽減と救命率の向上を図る。

目　　標 １１９番通報の受信から出動指令までの時間短縮　現行９０秒⇒目標６０秒

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

・１１９番通報の受信から出動指令までの時間：５９．７秒（４月～９月平均）
　
・新システムの問題点及び各署・団からの要望等に対し，改善を図っている。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

44



Ｎｏ ３４

【１５年度取組状況】
・当初スケジュールより遅れている。
・平成１５年度中の認証交付に向け，品質マニュアル作成や内部監査等を予定通り進めてきたが，平
　成１６年１月に発生した松田新田浄水場の油臭事故により，その事故対応を優先させるため最終審
　査を延期し認証交付を見送った。
【今後の対応等】
・今後は，油臭事故の検証を踏まえた品質マニュアルの再検討を行い，再び，内部監査や文書審査等
　を経て，新たな品質マニュアルに対応した業務執行体制の確立を図り，平成１６年度中の認証交付
　を目標に取り組んでいく。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

５月　　　　　　認証取得キックオフ宣言
６月～　９月　　品質マニュアルの実施運用，見直し等
９月～１０月　　内部監査員養成，内部監査（第１回）等の実施
１１月～１２月　第１ステージ本審査（書類審査），内部監査（第２回）等の実施

取組の柱 行政サ－ビスの水準の維持・向上 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

　顧客重視の視点から，水道利用者に提供する水道水の品質の維持・向上を図るとともに，業
務の継続的な改善を図るため，品質マネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ９００１を
業務に活用する。

取　　組 ＩＳＯ９００１の活用 所　管　課 企業総務課

目　　標
１６年度　　　先行的に松田新田浄水場で認証取得
１７年度以降　認証手法を含め全体計画策定，ＩＳＯ９００１の考え方を局全体に定着させる

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 一部実施 実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４～９月　油臭事故の検証を踏まえ，平成１６年度中のＩＳＯ９００１認証取得に向け，
　　　　　　品質マニュアル・運転管理マニュアル等の見直し，職員への教育訓練などを実施。
１０月　　第１回内部監査の実施
１１月　　内部品質監査員養成セミナーの受講 → 計１７名が内部品質監査員の資格を取得
　　　　　　本審査（第１ステージ）受審 → 主に文書審査
１２月　　第２回内部監査の実施
　１月　　マネジメントレビューの実施
　　　　　　本審査（第２ステージ）受審 → 主に実地審査
　　　　　　　⇒ 審査員から認証登録証の発行を推奨された。
　２月　　２月１１日にＩＳＯ９００１認証取得
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Ｎｏ ⑯-3

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

準備 実施

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度

サービスセンター

取組の柱 行政サービスの水準の維持・向上 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

取　　組 水道料金等の毎月納付の実施 所　管　課

内　　容

　水道料金と下水道使用料（地域下水処理施設及び農業集落排水処理施設使用料を含む。）は
隔月で２か月分ずつ請求しているが，１回当りの納付額について高負担感もあり，毎月納付へ
の要望が高まっていることから，利用者サービスの向上を図るため，口座振替の利用者で，希
望する方を対象に毎月納付を実施する。

目　　標 １７年度　実施

推進スケジュール

１５年度
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Ｎｏ ３５

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１１月　通学区域審議会答申
　　　　　（市全体の通学区域見直しの基本的考え方と個別具体的な取組について）
２月　  学校規模の適正化に向けた通学区域見直し実施計画策定

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・平成16年度に各地域と協議し，平成17年度から通学区域変更等を実施する。

取　　組 通学区域の見直し 所　管　課 教育企画課

行政サ－ビスの水準の維持・向上 行政経営像

学校規模の適正規模化に向けた通学区域の見直しを行う。
　・通学区域変更２校
　・隣接校との通学区域弾力化１８校
　・小規模特認校導入２校
　・その他の見直し

　教育の機会均等と教育水準の維持・向上を図るため，学校規模の格差による教育上の問題を
解消する。

１７年度 １８年度

市民の期待に応える行政経営取組の柱

内　　容

目　　標

１９年度

推進スケジュール

１５年度 １６年度

準備 実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～小規模特認校地域協議（学校・地域）
　　　会話科に係る特区検討
５月～小規模特認校地域協議
７月～学区変更地域協議（７地区）
　　　会話科特区の国との協議
８月～弾力化説明会開催（６回）
９月　通学区域弾力化説明会開催（６回)，(受入２３校，変更可能２１校）
　　　小規模特認校実施決定（清原北小，城山西小）
　　　小規模特認校と通学区域弾力化のパンフレットを全小学校に配布（約40,000枚）
　　　東小，錦小通学区域変更決定（10月１日付規則改正）
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Ｎｏ ３６

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１月　建築工事監査　１件：陽南小学校屋内体育館改築工事
　　　土木工事監査　２件：準用河川越戸川改修工事（第1工区及び第2工区）

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・監査の結果，主に次のような事項を指摘・要望した。
　① 工法や工事材料の選定にあたっては，経済性も考慮して比較検討を行い採否を決定すべきであ
　　る。
　② 施設に求める性能，品質などを確保するため，設計業務や建設工事の契約方法について検討され
　　たい。
【今後の対応等】
・今後は，監査を強化していくため，監査期間を１５年度の２日間から３日間へ増加する。

取　　組 工事監査の実施 所　管　課 監査委員事務局

取組の柱
・行政サービス水準の維持・向上
・客観性の高い成果の把握

行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　一般会計歳出において高い割合を占める工事請負費の適正な財務執行を確保するため，
建設工事を対象に監査を実施する。
　なお，実施にあたっては，工事の技術的・専門的分野の調査を外部に委託する。

目　　標 毎年度の監査実施数　　建築工事１件，土木工事２件

１９年度１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

実施

推進スケジュール

５月３１日　建築工事監査　１件：山王市営住宅（１４号棟）新築工事
　
※今後の予定
１月２６日　建築工事監査　１件：地域コミュニティセンター新築工事
１月２７日　土木工事監査　１件：都市計画道路工事
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Ｎｏ ３７－１

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

８月　　「外部委託（アウトソーシング）の推進に係る指針」を策定
１１月　１６年度新規委託業務の決定
　　　　　　学校給食調理業務，粗大ごみ収集電話受付・収集運搬業務，牛乳パック収集運
　　　　　　搬，大型バス運行管理業務，電話交換業務
３月　　行政経営指針行動計画の策定において，１７～１９年度の新規委託業務を選定，計
　　　　上

取組の柱
・サービス提供のあり方の見直し
・柔軟で機動的な組織

行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・３月に行政経営指針行動計画において１７～１９年度の新規委託業務を選定したが，さらに，これ
　ら以外の業務についても外部委託化の実現可能性を検討し，その推進を図っていく。

行政経営課

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度

　事務事業全般にわたり，「経営」の視点から外部資源を効果的に活用することにより，これ
まで以上に質の高いサービスを提供していくため，全庁的な外部委託を推進する。

実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

６～９月　　１７～１９年度における，新たに外部委託する業務について，全庁を
　　　　　　　　対象に調査，協議し，対象業務を抽出
１０月～　　１７年度に実施する業務の詳細を検討

推進スケジュール

１５年度

取　　組 全庁的な外部委託の推進 所　管　課

目　　標
・１５年度　「外部委託の推進に係る指針」の策定
・１６年度以降　指針に基づく外部委託の推進
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Ｎｏ ３７－２

逓送業務の外部委託について情報収集を実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１８年度の導入を目指し，さらに検討を進める。

取　　組 逓送業務の外部委託の実施 所　管　課 行政経営課

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　外部委託等に関する検討を進め，逓送業務（本庁と出先機関との間の文書交換）に関す
る効率的・効果的な体制を構築する。

目　　標 １８年度　委託

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

・特定信書便事業の民間事業者の参入状況について総務省から情報収集
・民間事業者の業務内容等を検討
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Ｎｏ ３７－３

特になし

【１５年度取組状況】【今後の対応等】
・１９年度実施に向けて，１６年度から本格的に検討を開始する。

取　　組 旅費計算の外部委託の実施 所　管　課 人事課

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　公務旅行に関する旅費の計算及び支給に関する事務，旅程の作成から旅券，宿泊施設等の手
配など，公務旅行に関する事務全般を民間業者に委託することにより，コストの削減を図ると
ともに，組織の機動力・効率性の向上を図る。

目　　標 １９年度　委託

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施準備

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

８月　　旅費の計算及び支給事務に関し，他市の状況を調査
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Ｎｏ ３７－４

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

特になし

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　給与計算や支給に関する事務全般を民間業者に委託することにより，コストの削減を図ると
ともに，組織の機動力・効率性の向上を図る。

取　　組 給与計算の外部委託の実施 所　管　課 人事課

目　　標 １９年度　委託

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備

【１５年度取組状況】【今後の対応等】
・１９年度実施に向けて，１６年度から具体的な検討を開始する。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

８月　　給与の計算及び支給事務に関し，他市の状況を調査

実施
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Ｎｏ ３７－５

１６年度から電話交換業務委託実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，１９年度からの総合案内業務委託の推進を図っていく。

取　　組
総合案内・電話交換業務の外部委
託の実施

所　管　課 管財課

取組の柱 サービス提供のあり方見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　総合案内・電話交換業務のサービスの向上や効率的・安定的な業務運営を行うため，当該業
務の外部委託を実施する。

目　　標
・１６年度　電話交換業務の委託
・１９年度　総合案内業務の委託

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施準備 一部実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　電話交換業務委託を実施
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Ｎｏ ３７－６

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

特になし

取組の柱 サービス提供のあり方見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　霊園管理運営における効率化とサービスの向上を図るため，専門的知識や技術力を有する外
部活力を活用する。

取　　組 霊園管理業務の外部委託の実施 所　管　課 地域サービス課

目　　標 １８年度　委託

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

【１５年度取組状況】【今後の対応等】
・１８年度の実施に向け，１６年度から具体的な検討を開始する。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

３霊園の業務内容及び業務量についての整理
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Ｎｏ ３７－７

適切な委託先の選定について検討した。

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・委託先が十分にあるとは言えないため，委託可能なところを精査し，選定を進めていく。

取　　組
ファミリーサポートセンター業務
の外部委託の実施

所　管　課 男女共同参画課

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　ファミリーサポートセンター業務を柔軟に行うため，ＮＰＯ法人や社会福祉協議会など適切
な委託先を選定し，委託する。

目　　標 １８年度　委託

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

市町合併後の扱いや，市民が利用しやすい場所への移設などの課題を整理しながら，
委託先の選定を進めている。
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Ｎｏ ３７－８

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

　４月　ホームヘルパー派遣事業を，徳次郎ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ，社会福祉法人宝生会に一部委託
１１月　ホームヘルパー派遣事業を，社会福祉法人正恵会に一部委託

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　介護保険による給付対象とならない概ね６５歳以上のひとり暮らしや高齢者夫婦などの家庭
を対象に実施しているにホームヘルパー事業を外部に委託する。

取　　組
高齢者生活支援型ホームヘルパー
派遣事業の外部委託の実施

所　管　課 高齢福祉課

目　　標 １８年度　委託

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施

【１５年度取組結果に対する評価，今後の対応等】
・取組は予定どおり進行している。
・今後も，直営ヘルパーの減を図り，委託によるヘルパー派遣に移行していく。

一部実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

　４月　ホームヘルパー派遣事業を，徳次郎ホームヘルプサービスに一部委託。
　７月　ホームヘルパー派遣事業を，とちぎコープ生活協同組合に一部委託。
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Ｎｏ ３７－９

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

　４月～先進都市・委託候補先などの動向を調査するとともに，センターの現状分析をふまえ
た,
　　　　センター機能のあり方や委託業務の範囲などについて具体的に検討
１０月　外部委託に向けた基本方針策定
　１月　先進都市調査

取　　組
環境学習センター管理業務等の外
部委託の実施

所　管　課 環境企画課

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

内　　容

　環境学習の拠点として求められる機能を一層強化するとともに，市民との協働による環境学
習を総合的に推進するため，環境学習センターの管理運営や事業の企画・実施などを外部に委
託する。

目　　標
１９年度　一部委託
２１年度　全部委託

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

特になし

【１５年度取組状況】【今後の対応等】
・１８年度の実施に向け，１６年度からセンター機能のあり方や，委託する業務の範囲などの具体的
　な検討を進める。

一部実施
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Ｎｏ ３７－１０

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月   実施

準備

１７年度 １８年度

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１６年度より外部委託開始

１９年度

粗大ごみ等の収集運搬業務の外部
委託の実施

推進スケジュール

クリーンセンター

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

取　　組

実施

１５年度 １６年度

１６年度　委託

所　管　課

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１６年度で完了。

内　　容

　粗大ごみ・牛乳パックの収集運搬業務の効率的な運営を行うため，当該業務の外部委託を実
施する。

目　　標
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Ｎｏ ⑯-4

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

準備 実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　北清掃センターにおけるごみ収集運搬業務について，効率化・合理化を図るため，外部委託
を実施する。

目　　標 １７年度　委託

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

取　　組
ごみ収集運搬業務（北清掃セン
ター）の外部委託の実施

所　管　課 クリーンセンター

59



Ｎｏ ⑯-5

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

準備 実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　南清掃センター及び北清掃センターにおいて排出されるごみ焼却灰等の最終処分場までの運
搬業務について，効率化・合理化を図るため，外部委託を実施する。

目　　標 １７年度　委託

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

取　　組
ごみ焼却灰等運搬業務の外部委託
の実施

所　管　課 クリーンセンター
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Ｎｏ ⑯-6

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

準備

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　南清掃センターにおけるごみ処理業務について，効率化・合理化を図るため，外部委託を実
施する。

目　　標 １９年度　委託

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

取　　組
ごみ処理業務（南清掃センター）
の外部委託の実施

所　管　課 クリーンセンター
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Ｎｏ ⑯-7

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

準備 実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　上下水道の開始や休止に係る利用者からの電話受付業務について，迅速化・効率化を図ると
ともに，利用者サービスのさらなる向上を図るため，外部委託を実施する。

目　　標 １７年度　委託

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

取　　組
上下水道開始休止電話受付業務の
外部委託化の実施

所　管　課 サービスセンター
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Ｎｏ ３７－１１

内　　容

　学校給食の向上を図るとともに，官民の役割分担の観点から，学校給食調理業務を外部
に委託する。

一部実施

目　　標

１９年度１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

４月～　小学校４校（宝木小，姿川第一小，雀宮中央小，五代小）の学校給食調理業務
　　　　を新規委託

１５年度末　小学校４校を委託

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，地域性,食数を考慮しながら,より競争性が高く効率的な委託方法を実施する。

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像

学校給食調理業務の外部委託の推進 所　管　課 学校管理課

ムダのない行政経営

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

実施

１９年度末　小学校３４校を委託（毎年６校実施）

推進スケジュール

取　　組

４月～　小学校５校（陽南小，緑が丘小，御幸小，豊郷南小，上戸祭小）の学校給食調理
        業務を新規委託

１６年度現在　小学校９校を委託
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Ｎｏ ⑯-8

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

準備 実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

取　　組
図書館資料搬送業務の外部委託の
実施

所　管　課 生涯学習課

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し

１８年度　委託

行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　市立図書館と東図書館，生涯学習センター（１６箇所）の間における図書資料搬送業務につ
いて，効率化・合理化を図るため，外部委託を実施する。

目　　標
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Ｎｏ ３７－１２

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１０月　補修事務所移転跡地への移転再整備の政策決定
　２月　地元自治会役員に対する事業説明

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，施設建設・運営法人の選定において，国の施設整備基準等の決定の遅延により，選定基準
　の確定が若干遅れているため，早急に対応する必要がある。

所　管　課 高齢福祉課

１９年度

目　　標
・２３年度　実施
・家庭の事情等により自宅での生活が困難な高齢者に対し，快適かつ安心して暮らすことので
きる環境を提供する。

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

内　　容

　老朽化の進んだ養護老人ホームちとせ寮及び軽費老人ホーム松原荘を，官民の役割分担の観
点から「公設公営方式」から｢民設民営方式」（社会福祉法人）に切り替える。

取　　組 ちとせ寮・松原荘の民営化

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

一部実施
（建設・運営法人選定）

準備

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

老人福祉施設建設を取り巻く国の動向や環境変化の影響により，施設建設スケジュールの見直
しを実施している
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Ｎｏ ３７－１３

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後の民営化についても，保育園の整備方針・整備計画との整合を保ちながら，入所児童や保護者
　の心理的負担等の軽減のため，保護者への説明会の実施や，引継ぎ期間の確保，保育内容の継
　承を図りながら，計画的に実施していく。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

（今泉第一保育園の民営化）
 4月　   保育所民営化に係る民間事業者選考専門委員の設置
 5月　   民営化に向けた事業者説明会の開催及び事業者の募集
 9月　   受託事業者の決定
10月　   受託事業者の公表，市から保護者への説明，事業者への事務引継ぎ開始（12月ま
　　　　　で）
11月　   受託事業者による保護者への説明
12月　   保育所条例一部改正
 1月　   保育内容等の引継ぎ開始
 3月　   引継ぎ完了

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

１９年度

推進スケジュール

内　　容

　児童を取り巻く環境の変化や多様化する保育ニーズに対し，迅速かつ的確に対応するととも
に，公民の役割分担の観点から，公立保育園の一部民営化や民間の新設園の整備に合わせた公
立保育園の統廃合を行う。

取　　組 公立保育園の民営化・統廃合 所　管　課 児童福祉課

目　　標
・民営化　公立保育園２２園中３園
・統廃合　公立保育園２２園中５園

１７年度 １８年度

準備
一部実施
（今泉第一保育園
の民営化）

（対象園や実施時期・
手法などの検討）

（雀宮保育園・峰保育園
の廃園）

（対象園や実施時期・
手法などの検討）

１５年度 １６年度

保育園の整備方針・整備計画に基づき，今後の対象園や実施時期を検討
(雀宮保育園・峰保育園の廃園関係）
 9月　　保護者への廃園時期等の説明（雀宮）
10月　　保護者との個別意見交換会の実施（雀宮）
11月　　保護者への廃園時期等の説明（峰）
12月　　個別意見交換会の概要の情報提供（雀宮）
12月　　質疑内容の情報提供（峰）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）
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Ｎｏ ⑯-9

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

準備 実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　平成１５年６月の地方自治法の改正により指定管理者制度が創設され，公の施設の管理を外
部に委ねる場合においては，従来の公共的団体等に加えて民間事業者等を指定することも可能
になったが，利用者サービスの向上と管理運営の効率化を図るため，円滑な制度の導入を実施
する。

目　　標 １８年度　実施

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

取　　組 指定管理者制度の導入 所　管　課 行政経営課
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Ｎｏ ⑯-10

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

準備 実　施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　新斎場の整備において，民間の資金・経営ノウハウ・技術的能力等を効果的に活用して，行
政サービスの向上と総コストの低減を図るため，ＰＦＩ手法を導入する。

目　　標 １８年度　ＰＦＩ事業権契約の締結

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

取　　組
新斎場整備への民間活力（ＰＦＩ
手法）の導入

所　管　課 地域サービス課

（20年間の事業権契約）
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Ｎｏ ３８－１

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１１月　外郭団体の見直し方針を策定
～１月　各外郭団体の現状及び課題調査を実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・今後は，現状及び課題調査を踏まえた詳細なヒアリング等が必要。
【今後の対応等】
・公の施設に係る指定管理者制度への対応を視野に，早急な改革が必要であり，１６年度中に各団体
　の見直しの方向付けを行い，取組に着手していく。

準備
（見直し方針の策定）

一部実施
（見直しに着手）

１５年度 １６年度 １７年度

目　　標 団体毎にサービス向上や効率化に資する取組目標を設定

推進スケジュール

１８年度 １９年度

内　　容

　公共サービスの担い手である外郭団体について，設立目的を再検証し，統廃合も含め事
業内容や組織体制などの抜本的な見直しを全庁的に推進する。

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４～７月　　各外郭団体及び所管課とのヒアリングの実施
８月　　　　外郭団体評価の実施
１１月　　　「外郭団体見直し基本計画」の策定（予定）

取　　組 外郭団体の見直しの推進 所　管　課 行政経営課
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Ｎｏ ３８－２

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

　２月　融資振興会職員に雇用形態の説明
　３月　新体制準備

１６年度から実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・組織の再編による経費削減により，申込１件当たりのコストが大幅に縮減し，事務も簡素化し，効
　率性の向上が図れた。
【今後の対応等】
・１６年度で当面完了。

実施

所　管　課 商業観光課中小企業融資振興会の再編

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

目　　標 １６年度　実施

推進スケジュール

　効率的な執行体制を確立するため，中小企業融資振興会を市の組織として再編し，職員
（嘱託員）を直接雇用する。

１５年度

準備

取組の柱

取　　組

行政経営像 ムダのない行政経営サービス提供のあり方の見直し

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

　４月　実施
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Ｎｏ ３９

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・県に対して，県内１２市の共同での要望を含めて，廃止に向けた取組や手法を検討していく。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

・県内１２市の加入状況調査
・加入時に自治会取りまとめ以外の方法をとっている県内町村の事例調査

推進スケジュール

サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

５年以内の見直し

　年々自治会の取りまとめも困難となり，加入率が低下している上，民間での同種の保険も充
実されていることから，所期の制度制定の目的は達成され，行政自らが実施主体となる必要性
はなくなったことから制度を見直す。

取　　組 交通災害共済制度の見直し 所　管　課 自治振興課

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

取組の柱

目　　標

実施準備

８月　他都市の状況調査
９月　他都市の状況調査を分析するとともに，民間保険の調査を実施１６年度

取組状況

（目標に対す
る実績など）
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Ｎｏ ４０

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

11月　母子家庭等実態調査の実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・手当の統廃合については，今後，実態調査結果の評価分析を行うとともに，５ヵ年計画の母子家庭
　等自立促進計画に盛り込み，総合的な自立支援策の検討の中で協議し，実効性のある施策から実施
　展開していく。

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

　効率的・効果的な母子家庭等支援を行っていくため，市単独の児童福祉手当，遺児手当，母
子家庭等援護費，入学祝金について，統廃合や受給世帯の見直しを行い，就労支援等の自立支
援策への事業転換を図る。

取　　組
市単独手当の統廃合
（児童福祉手当等）

所　管　課 児童福祉課

目　　標 １８年度　実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４～６月　　母子家庭等実態調査の集計
７～１２月　 課題抽出のための評価，分析
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Ｎｏ ⑯-11

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

準備

目　　標 １９年度　実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　障害者の在宅福祉を推進するため，補装具や日常生活用具を給付するなどのサービスを提供
しているが，受益者負担を求めているものと，全額公費負担のものがある。１８年度からの国
の第１期障害福祉制度見直しの中で応益的負担導入の検討が予想されることから，本市におい
ても障害者福祉サービスにおける受益者負担のあり方を見直していく。

取　　組
各種障害者福祉サービスの受益者
負担の見直し

所　管　課 障害福祉課

取組の柱
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Ｎｏ ４１ 取　　組
農業経営管理能力向上支援事業の
見直し（縮小）

所　管　課 農業委員会事務局

取組の柱 サービス提供のあり方の見直し 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　現在，行っている「パソコン簿記講習会」・「青色申告推進講習会」・「簿記記帳講習会」
の参加者が年々減少していることから，より効果的・重点的な取組となるよう，見直しを図
る。

目　　標 １６年度　市民ニーズが少ない講習会の見直し（縮小）

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

２月　「簿記記帳講習会」：ニーズが高いため従来の１回から２回実施に変更した。

１６年度から「パソコン簿記講習会」の実施を２回から１回に集約することとした。

準備 実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１６年度以降も，市民ニーズに対応し，効果的・重点的な見直しを図っていく。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度の見直しに基づき実施
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Ｎｏ ４２

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，業務の標準化を行うとともに，電子申請の対象となる業務を選択する。
・県内市町村と業者によるｼｽﾃﾑのサービス（ＡＳＰ）の利用も含め，開発手法，開発体制についての
　検討を進める。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

９月　市町村共同電子化基礎調査一次調査の実施
１月　同調査による業務パターンの決定
２月　同調査二次ヒアリングの実施

一部実施準備

目　　標 １８年度　一部運用開始

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度１５年度

内　　容

　市民が「いつでも」，「どこからでも」，「容易に」，「安全に」市に対する申請・届出や
施設予約手続等を行えるようにするため，県内市町村で構成する県市町村情報化推進協議会の
中で汎用受付システムを構築する。

取組の柱 ＩＴを活用した新たな仕組み 行政経営像 すばやい行政経営

取　　組
申請・届出の電子化
（汎用受付システムの構築・拡充）

所　管　課 情報政策課

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　栃木県市町村情報化推進協議会電子自治体部会において，電子申請システムの構築
　　　について検討
５月　栃木県市町村情報化推進協議会電子自治体部会において，ＡＳＰを中心に電子申請
　　　システムの構築について検討
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Ｎｏ ４３

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１月　公的個人認証本稼動

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・住民基本台帳カードを活用したサービスの提供については，費用対効果の面等で課題があることか
　ら，提供できる有効なサービスについて引き続き検討を行う。

取　　組
ＩＣカードを活用したサービス提
供の推進

所　管　課 情報政策課

取組の柱 ＩＴを活用した新たな仕組み 行政経営像 すばやい行政経営

内　　容

　市民の利便性向上を図るため，カードの記憶容量が大きく，安全性に優れたＩＣカード（住
民基本台帳カード）を活用した行政サービスの提供を開始する。

目　　標 １５年度　公的個人認証での利用開始

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

・提供できる有効なサービスについて，他市の事例等の情報収集に努め，検討している。
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Ｎｏ ４４－１

　８月　地番図情報，住宅地図情報のデジタル化
１０月　現行地理情報システム（ウェブマップシステム）でのデジタル地番図，住宅地図
　　　　表示機能の仮運用

１６年度より本格稼動

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，１５年度取組結果を踏まえ，日本測地系（日本標準）で作成された共有ユーザレイヤ（地
　図上に載せるデータ）を世界測地系（世界標準）に適合するように変換を行う。

取　　組 地理情報システムの構築 所　管　課 情報政策課

取組の柱 ＩＴを活用した新たな仕組み 行政経営像 すばやい行政経営

内　　容

　地理情報の共有化により事務の効率化を図るため，地図に関する情報をデータベース化し，
一元管理を行う。

目　　標 １５年度　現行システム（ウェブマップシステム）への住宅地図，地番図の搭載

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

４月　デジタル地番図，住宅地図表示機能の本格稼動

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）
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Ｎｏ ４４－２

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

３月　図面管理検討会の実施

取組の柱 ＩＴを活用した新たな仕組み 行政経営像 すばやい行政経営

内　　容

　現行の紙情報による図面管理を電子情報化し，施設管理業務の効率化･高度化，情報提供の
迅速化を図るため，台帳管理システムを構築する。

取　　組 下水道台帳管理システムの構築 所　管　課 下水道施設管理課

目　　標 １９年度　一部運用開始

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

一部実施準備

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１９年度の一部実施に向けて，さらに具体的な検討を進める。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

６月　図面管理検討会の実施
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Ｎｏ ４５

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

４月～　システムのカスタマイズ（～１６年１月）
10月　　サーバ等の機器の選定
３月　　 文書管理システム仮稼動，職員研修の実施

１６年度　運用開始

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１６年度以降は運用マニュアル，Ｑ＆Ａ集の作成を行い，職員へのシステムの周知をはかる。

取　　組 文書管理システムの構築 所　管　課 行政経営課

取組の柱 ＩＴを活用した新たな仕組み 行政経営像 すばやい行政経営

内　　容

　文書の発生から，起案，決裁，保存，廃棄に至る文書のライフサイクルを総合的に管理し，
文書事務の一層の効率化・省力化を図るため，文書管理システムを構築する。

目　　標 １６年度　構築

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施準備

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～　文書管理システム稼動開始
　　　　サポートデスクの設置（～６月）
５月　　システム運用説明会開催
　　　　Ｑ＆Ａ集を作成し，職員へのシステムの周知を図った。
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Ｎｏ ４６

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・開発の開始が予定より遅れたが，一部運用開始は予定の時期に実施の見込み。
【今後の対応等】
・１６年度はシステムの円滑な導入のため，操作研修や練習案件を実施する。
・１７年度以降は適用範囲の拡大を図っていく。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

４月～　システム開発に係る仕様の決定
　　　　関係団体への採用システムの説明
９月　　採用システムの決定
12月～　システム開発開始
３月　　入札参加者への説明会の開催

取　　組 電子入札の導入 所　管　課 契約課

取組の柱 ＩＴを活用した新たな仕組み 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　入札における透明性・競争性・公平性を高めるため，「制限付き一般競争入札」の適用範囲を拡
充するとともに，これに伴い増加する事務の効率化を図ることができる電子入札を導入する。

目　　標
・１６年度下期　電子入札を一部導入
・１７年度以降　適用範囲を拡大
・２０年度　　　  工事入札全て(約1,100件）に適用，来庁の減少による参加者の経費の減(約4,400千円）

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 一部実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

　４月～  コンサルタント委託・物品購入の入札執行及び入札参加申請機能を開発
　７月　　 本年度の対象である工事の業者に対する操作研修を実施
　９月　　 　　　　　〃　　 　　 　　　　　　　練習案件を実施
１０月～　工事入札について一部運用開始
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Ｎｏ ４７

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

５月　　情報化計画検討委員会設置要領を制定，同委員会を発足
３月　　計画策定

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・計画に計上した事業については，１６年度に宇都宮地域情報化推進行動計画に新規計上し，１６年
　度以降事業を推進していく。

取　　組 保健・福祉の情報化の推進 所　管　課 保健福祉総務課

取組の柱 ＩＴを活用した新たな仕組み 行政経営像 すばやい行政経営

内　　容

　部情報化計画を策定し，保健福祉部の情報化を体系的に推進する。
　　・ホームページを活用した保健・医療・福祉情報提供の充実
　　・障害者の社会参加の支援
　　・行政情報の電子化及び保健福祉総合オンラインシステムの構築

目　　標

・障害者等がインターネットにアクセスできる能力を身につけること
・ネットワークの活用による市民の様々な情報へのアクセス
・サービスの向上と，事務の改善や行政コストの削減
・サービスのワンストップ化による市民の時間的・距離的負担の軽減

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備
（情報化計画策定）

一部実施

６月　　情報化計画推進委員会設置要領を制定，同委員会を発足
６月～　同委員会作業部会で，「市ホームページ情報の管理・調整方針」の検討１６年度

取組状況

（目標に対す
る実績など）
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Ｎｏ ４８

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

３月　ＣＡＬＳ（電子納品）導入検討報告書の作成

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・１５年度には導入に向けた課題整理等は概ねできた。
【今後の対応等】
・今後は，導入推進に向けたより具体的な検討を実施するとともに，電子納品の実証実験を実施す
　る。

取　　組 電子納品の推進 所　管　課 検査室

取組の柱 ＩＴを活用した新たな仕組み 行政経営像 ムダのない行政経営

１９年度

内　　容

　公共事業支援統合システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）のアクションプログラムを踏まえ，これまで
紙でやり取りしていた公共事業の設計図書や完成図書（成果品）を電子化し，公共事業全体の
事務の効率化を図りつつ，公共事業の電子納品を推進する。
　なお，下記の年次計画により，段階的に導入し，２０年度の完全実施を目指す。

　１６年度　試行実施（１４～１５件程度）
　１７年度　予定価格：１千万円以上の業務委託，１億円以上の工事
　１８年度　予定価格：７百万円以上の業務委託，５千万円以上の工事
　１９年度　予定価格：３百万円以上の業務委託，１千万円以上の工事
　２０年度　すべての業務委託及び工事

目　　標 ２０年度　完全実施

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

準備 一部実施

推進スケジュール

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

５月　電子納品導入推進検討会（９部局２０課室所）を設置し，具体的検討を開始
６月　本市に本社を置く指名参加資格業者６８５者に対し，アンケート方式によるＩＴ実態
      調査を実施（回答率：５６．８％)
９月　電子納品導入推進計画（案）を作成
１月　電子納品導入推進計画を策定
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Ｎｏ ４９

行政経営像 すばやい行政経営

内　　容

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１０月　導入方針決定
　３月　基本計画策定

取組の柱 ＩＴを活用した新たな仕組み

取　　組 下水道負担金電算システムの構築 所　管　課 サービスセンター

　現事務の効率化を図るため，リアルタイムで表示できる下水道負担金電算システムを構築す
る。

目　　標 １７年２月　稼動

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１６年度中の実施に向け今後以下のとおり取組む。
・平成１６年　６月～１０月　　システム開発
・平成１６年１０月～１１月　　データ移管（電算データ移管）
・平成１６年１２月　　　　　　セットアップ　【平成１７年２月より運用開始】
・平成１７年度　　　　　　　　紙データ（過去の賦課情報）移行

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

６月～　１５年度策定した基本計画に基づきシステム開発中
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１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１９年度

準備 一部実施 実施

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

　多くの事務が手処理で，学校とのやり取りも紙，複写が中心であるなど，コスト・時間がか
かっている学校事務について，正確性の向上とともに迅速化・効率化を図るため，ＩＴを活用
した学校事務システムを構築するとともに，教育委員会・学校間をネットワーク化する。

目　　標
１７年度　学籍・就学，就学援助，就園奨励システム開発と教育委員会･学校への導入
１８年度　学校保健システム開発
１９年度　全システム稼動

推進スケジュール

取　　組 学校事務システムの構築 所　管　課
学校教育課・教育企画課
・学校管理課・教育センター

取組の柱 ＩＴを活用した新たな仕組み 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容
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８月　　図書館ホームページにおける各種情報提供の開始（「蔵書検索」，「新着図書案
         内」，「予約の多い本」，「雑誌一覧」）
１０月　インターネットを通じた予約受付の開始
１２月　携帯電話版ホームページ開設。蔵書検索開始
１月　　携帯電話からの予約サービス開始

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，利用者から問い合わせが多い点について，ホームページ等での説明を充実し，利用しや
　すいシステムになるよう工夫する必要がある。

取　　組 図書館情報システム整備 所　管　課 生涯学習課

取組の柱 ＩＴを活用した新たな仕組み 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

　図書館資料への活用頻度や期待，要求も年々高まっていることから，図書館サービスの
更なる向上を図るため，自宅や職場・学校などから｢必要な図書館情報を必要な時に」提
供できる図書館情報システムを構築する。

目　　標 １５年度　稼動

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度　実施済み
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１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

２月　公用車の管理運営の基本方針策定
　（内容）
　・運転手付共用車両の削減化の推進
　・共用車保有の適正化と適正利用の推進
　・公共交通活用の推進
　・外部活力導入による経費縮減の推進
　・事故防止策の充実に向けた管理体制の強化
　・事故の再発防止策の強化
　・事故処理業務見直しの推進

取組の柱 スリム化の推進 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　公用車の管理運営の基本方針を策定し，方針に基づく諸施策を推進する。

・共用車保有の適正化と適正利用の推進
【共用車】
　保有台数　　当面１１２台を維持（平均稼動率約７４％と高いため）
　車種　　　　低公害車及び軽自動車に今後５年間で更新していく。（低公害車はH１７年度
まで全市有車の１０％目標）
【運転手付共用車】
　保有台数　　平成１６年度から５年間で１５台→１台（中型バス）に削減していく。
・公共交通活用の推進→タクシーの活用
・事故防止策の充実に向けた管理体制の強化→現在の安全管理体制の見直しを進める。

取　　組
公用車の管理運営の基本方針策
定・推進

所　管　課 管財課

目　　標
・１５年度　基本方針の策定
・各課題の対応方針について，概ね５年以内に実施する。

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１６年度から基本方針に基づき,公用車の効率的活用や安全管理の充実・強化などを推進していく。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

９月　基本方針に基づき，公用車の安全対策について管理体制のより一層の充実・強化を
      図るため，現在の組織体制を見直し
１月　公用車の安全運転対策の見直し（全庁的な管理体制と安全運行管理の徹底等）につ
　　　いて安全運転対策委員会で協議
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１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１１月　・運転手付車両の減車及び運転手（職員）の削減実施計画作成

１６年度より大型バス２台運行管理委託実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・減車・減員計画と運転手（職員）の配置計画との整合性を図りながら５年計画で実施していく。

取　　組 公用車保有台数の適正化 所　管　課 管財課

取組の柱 スリム化の推進 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　公用車の管理運営の基本方針に基づき，管財課が管理運営する公用車のうち，運転手付き共
用車両と運転手（職員）を計画的に削減する。
【現在の運転手付き共用車両の内訳】
　・大型バス２，中型バス１，マイクロバス１，乗用車５，ワゴン５，バン１台の計１５台
【計画】
　１６年度　車両３台・運転手２名を削減
　１７年度　車両３台・運転手３名を削減
　１８年度　車両３台・運転手３名を削減
　１９年度　車両３台・運転手３名を削減
　２０年度　車両２台・運転手２名を削減

目　　標
　２０年度までに，運転手付き共用車両１５台・運転手１５名を大型バス２台・中型バス１
台・運転手１名とする（大型バス２台は運行管理委託とする）。

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 一部実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　大型バス２台の運行管理委託，ワゴン車１台を廃車（車３台減，運転手３名減）
９月　運転手付共用車両の減車及び運転手（職員）の削減実施計画に基づき，１７年度
　　　の減車，運転手の配置について準備
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【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・納税貯蓄組合への説明会では，ほとんどの組合から廃止について理解を得ることができた。
【今後の対応等】
・今後は，口座振替を一層推進していく。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１月～　納税貯蓄組合長説明会の開催
　　　　　　　　１２の会場（本庁舎及び各地区市民センター）で計１３回開催，５９３組
　　　　　　　　合のうち３４１組合が出席
３月　　宇都宮市納税貯蓄組合に関する規則を廃止

納税貯蓄組合運営奨励金の廃止 所　管　課 主税課

取組の柱 スリム化の促進

取　　組

行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　制度発足から５０年が経過した「納税貯蓄組合運営奨励金」について，「当初の目的で
ある『納税意識の高揚』が達成されたこと」や「納税環境としての口座振替制度が普及し
たこと」などから廃止する。

目　　標 １６年度　廃止

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備
実施
（廃止）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　　廃止
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１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

３月　１５年度検査依頼のあった事業所に，腸内細菌検査廃止の通知を発送
　　　ホームページ及び広報紙に腸内細菌検査廃止を掲載

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１６年度で完了。

取組の柱 スリム化の促進 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　腸内細菌検査を行う機関等の不足など，これまで保健所において行ってきた検便等検査につ
いて，検査可能な機関の増加に伴い，保健所での利用者が減少していることから，保健所にお
ける腸内細菌検査体制を見直す。

取　　組 腸内細菌検査の廃止 所　管　課 保健予防課

目　　標 １６年度　廃止

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備
実施
（廃止）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　廃止
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１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月   実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

４月～　焼却・不燃ごみの２トン車の二人乗車化の実施
５月　　収集実態調査の実施
８月　　職員の健康管理に関するアンケート調査の実施
９月　　二人乗車化研究会（内部組織）の設置
12月　　二人乗車化研究会課題整理の報告

平成１６年度：３．５トン，４トン車について二人乗車化実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１６年度で完了。

一部実施 実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　直営ごみ収集業務の効率化・合理化を図るため，現在，三人乗車で行っている収集業務を二
人乗車で行う。

目　　標
・１５年度　２トン車の実施
・１６年度　３．５トン，４トン車の実施

所　管　課 クリーンセンター

スリム化の促進 行政経営像 ムダのない行政経営

取　　組
直営ごみ収集車（焼却・不燃ご
み）の二人乗車化

取組の柱
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【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は１６年１０月の実施に向けて，準備を進めるが，実施にあたっては，振込の相手先に混乱が
　生じないよう，事前に十分な周知を図る必要がある。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

４月～　先進事例の状況調査の実施
　　　　振込通知書の廃止に伴う行政サービスの低下防止策（預金通帳への印字等）の検
　　　　討
１１月　各部署のザイムス以外の媒体による支払いに係る通知書発送状況の把握

取組の柱 スリム化の推進 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

取　　組 口座振込通知書送付の効率化 所　管　課 出納室

　経費削減の観点から，口座振込通知書の発送の見直しを行う。

目　　標 １６年度　実施

推進スケジュール

１９年度

準備 実施

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１０月１日から口座振込通知書の郵送廃止について市民へ事前周知
・８，９月口座振込通知書に予告文印刷
・９月号広報うつのみやに掲載
・９月宇都宮市ホームページに掲載
・１０月実施
※取組は予定どおり進行し，１０月１日から実施できた。
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１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

移動図書館廃止に伴う代替サービスとして宅配による貸出サービスを検討し，前段階として，
無償郵送貸出サービス対象者の拡大を図った。（介護保険認定審査において，要支援の認定を
受けている方を対象者として追加した。）

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は移動図書館の廃止及び代替サービスの具体化を図る。

取　　組 移動図書館の見直し 所　管　課 生涯学習課

取組の柱 スリム化の推進

１９年度

行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　東図書館の開館や生涯学習センター図書室の充実に伴い，利用者が減少している移動図
書館について，廃止の方向で取組を進める。

一部実施 実施

目　　標
・１６年度　移動図書館の廃止
・１７年度　代替サービスである宅配サービスを有料化を視野に入れ，実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

準備

８月　教育委員会で移動図書館の廃止の了承を得る。
９月　議会で「移動図書館事業の今後の見通し」について一般質問があり，廃止の方向と
　　　答弁。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）
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１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

市主催の研修を７講座統廃合した。
休止の研修講座(４講座）
　・新教育情報システム講座　　　・教務主任研修　　　・小学校教育相談主任研修
　・情報教育入門講座(音楽キーボード）
統合の研修講座(３講座）
　・管理職のためのパソコン活用研修→管理職のための情報教育研修に統合
　・不登校講座→教育講演会に統合
　・障害理解研修Ⅱ→障害理解研修に統合

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，市町合併後の研修体系や受講システム等についてさらに検討を加える。

取組の柱 スリム化の推進 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　市単独で開講している研修講座を教職員のニーズや行政上の必要性等の観点から見直
し，整理統合を進めるとともに重点化を図る。

目　　標 　１６年度　研修の整理統合と重点化

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

取　　組 教職員研修事業の統廃合 所　管　課 教育センター

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度計画の通り，整理統合（７講座統廃合）し実施
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１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～生涯学習の視点での学校施設の有効活用の検討（教育委員会）
７月　不特定多数の市民の利用に供している利便施設や使用料を徴収している施設のうち，
　　　主要な公の施設（体育施設，文化施設，コミュニティー施設等）の見直しの方向性を決
定
７月～　所管部局で方向性に基づき見直しを実施
１月　公有財産運用検討委員会において検討した個別施設の対応状況を報告

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

７～８月 未利用行政財産の現況調査の実施
１２月 　「公有財産運用方針」策定
２月　   平成１５年度検討対象施設あり方見直しに関する調査実施（１次評価）
　　　   見直しの方向性の検討（２次評価）

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，運用方針に基づき，個別施設のあり方について検討していく必要がある。
・１６年度検討対象としている学校施設について調査を実施予定。

実施 （方針に基づく適切な見直し）

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　財政負担の軽減を図るため，戦略的な資産管理や運用による未利用地等の有効利用・処分，
低利用施設の他用途転用・処分を積極的に進める方針を策定し，公有財産の有効活用を推進す
る。

目　　標
１５年度　　　方針策定
１６年度以降　方針に基づく適切な見直し

取組の柱 市有財産を有効活用する仕組み 行政経営像 ムダのない行政経営

取　　組 公有財産の取扱方針の策定・推進
（未利用地等の有効活用の推進）

所　管　課 政策審議室
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Ｎｏ ⑯-13

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

準備・実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　厳しい経済環境や変化の著しい流通環境等に対応し，中央卸売市場における取引の活性化や
経営の効率化などを図るため，これまでの市が施設整備をして市場内業者が使用する方式だけ
でなく，市場内業者が市場内において自己資金により直接整備し利用できる制度を創設・運用
する。

目　　標 １６年度　制度創設・運用開始

民活型市場用地利用制度の創設・
運用

所　管　課 中央卸売市場

取組の柱 市有財産を有効活用する仕組み 行政経営像 ムダのない行政経営

取　　組
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Ｎｏ ６０

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

６月　    「公共建築物長寿命化基本方針」の策定
９月　　  公共建築物長寿命化実施計画策定に係る調査業務委託の実施
１１月～　庁内検討組織において，長寿命化実施計画の検討
　　　　　　・保全業務適正化のための施設管理基準等の検討
　　　　　　・計画保全支援システムの概要の検討
３月  　  保全業務適正化のための施設管理基準等と
　　　　  計画保全支援システム概要設計書を整理

【１５年度取組状況】
・取組みは予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は計画保全支援システムの開発を中心に，以下の課題に取組み，財政負担の軽減・平準化や保
　全業務の適正化を図る具体的な計画，システムを構築していく。
　　システム稼働時の運用管理体制の確立
　　施設管理基準等の策定
　　システム用データの整備

取　　組
公共建築物の長寿命化の推進
（公共施設の長寿命化方針の策定）

所　管　課 建築課・設備課

取組の柱 市有財産を有効活用する仕組み 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　財政負担の軽減や公共建築物の機能向上を目指すため，既存施設については適切な維持
管理と効果的な予防保全，新規施設については耐久性の向上と可変性の確保を図る公共建
築物の長寿命化を推進する。

目　　標 １７年度　計画保全支援システムの運用開始

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

７月～　システム用データ整理の一環として，工事記録の電子データ化の実施
９月   ・保全業務適正化のための施設管理基準等及び計画保全支援システム
        　概要設計書の原案を作成
　　　　・システム開発のための事前準備作業に着手
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Ｎｏ ６１ 取　　組 図書館資料の貸出手続き確認装置導入 所　管　課 生涯学習課

取組の柱 市有財産を有効活用する仕組み 行政経営像 ムダのない行政経営

１７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　図書館資料の適正な管理と利用者への正確な所蔵情報の提供を目指すため，最新技術で
あるＩＣチップによる貸出手続き確認装置を導入する。

目　　標 １６年度　稼動

１６年度

推進スケジュール

１５年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　　貸出手続確認装置導入検討委員会設置
　　　　第1回貸出手続確認装置導入検討委員会開催（仕様書決定，見積徴取業者決定）
５月　　仕様書発送，提案書・見積書徴取
　　　　第2回貸出手続確認装置導入検討委員会開催(導入採用案決定）
７月　　貸出手続確認装置ゲートデザイン等打合せ
８月　　貸出手続確認装置連携システム構築委託契約/貸出手続確認装置連携システム打合せ
９月　　貸出手続確認装置設置工事/貸出手続確認装置稼動テスト
　　　　 ＩＣタグ貼付開始/貸出手続確認装置賃貸借契約
１０月　貸出手続確認装置本稼動

準備 実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

貸出手続確認装置の仕様内容を検討

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・今後は平成１６年１０月本稼動に向け，導入の諸準備を進める。
【今後の対応等】
・装置導入にあたり，図書館利用者への周知を行う必要がある。
・本稼動後の効果として，不明図書資料点数を従来の２０％程度まで減少させることを目標とする。
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Ｎｏ ６２

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・効果や必要性の視点による重点的な見直しができた。
【今後の対応等】
・16年度も引き続き，重点項目として長期化補助金や地域への補助金などの見直し・統合に取り組
　む。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

７月　　第１回補助金等審査委員会（内部組織）の開催
９月　　第２回補助金等審査委員会（内部組織）の開催
12月　　第３回補助金等審査委員会（内部組織）の開催
３月　　平成１６年度補助金一覧を公表

重点見直し項目１４９件中，廃止６５件，縮小３７件

取組の柱 健全な財政基盤の確立 行政経営像 ムダのない行政経営

１８年度 １９年度

内　　容

　社会経済情勢が大きく変化する中で，市民の価値観やニーズ等に対応し，補助金の公益
性や公平性を確保するため，継続的に補助金の見直しを行なう。

取　　組

目　　標 政策目的達成のために有効に機能する補助の実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度

実施

補助金の整理・合理化 所　管　課 財政課

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

前年に引き続き，長期化している補助金の見直しと地域への補助金の整理・統合・
効率化を検討
７月　　第１回補助金等審査委員会（内部組織）の開催
９月　　第２回補助金等審査委員会（内部組織）の開催
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Ｎｏ ６３

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

７月～　使用料・手数料等改定委員会の開催
８月～　原価計算等の実態調査の実施
１２月　行政財産使用料条例等の改正
１月～　改定の市民への周知

16年４月より新しい使用料・手数料等を適用
改定の対象１８４件のうち，改定したもの２３件　改定しないもの１６１件

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・利用者の受益者負担の適正化を図るため，実態等を踏まえた的確な原価計算に加え，利用者の利便
　性の向上を考慮し，改定を行った。
【今後の対応等】
・今後は，１９年度の見直しに向け，原価計算の方法（土地・人件費の算入等）を再検討する。

取　　組 使用料・手数料等の適正化 所　管　課 財政課

取組の柱 健全な財政基盤の確立 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

目　　標 １５，１９年度　使用料・手数料等の改定

推進スケジュール

１６年度 １７年度 １８年度

　社会経済情勢の変化に対応するため，的確な原価計算に基づく使用料・手数料等の見直
しを４年毎に行なう。

１９年度

実施
（見直し）

実施
（見直し）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

消費税及び地方消費税の総額表示方式への対応のための見直しを実施

１５年度
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Ｎｏ ６４

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

「税財源調査研究会最終報告書」（平成14年度）の見直し
８月　議会都市自治制度調査特別委員会において，既存税制の充実強化及び新税創設の検討
　　　状況を報告
11月　同上

【１５年度取組状況】【今後の対応等】
・法定外目的税の導入には多くの課題があるため，引き続き検討する。
・都市計画税など既存税制の充実強化については，合併町との調整を含め，引き続き検討する。

一部実施

取　　組 税財源の充実・強化 所　管　課

既存税財源の充実・強化及び新税創設による財源確保

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

推進スケジュール

取組の柱 健全な財政基盤の確立 行政経営像 市民と共に歩む行政経営

財政課

１９年度

内　　容

　都市計画税の復元を含めた既存税財源の充実・強化及び新税の創設について，検討す
る。

目　　標

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

法定外目的税の導入には多くの課題があるため，引き続き検討

準備

100



Ｎｏ ６５

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・１５年度作成のバランスシートは他市との比較，市民１人あたりの視点を取り入れた。
・今後は，言葉の変更や図表の使用により，より市民に分かりやすい独自のバランスシートを作成す
　る。
・また，モデル施設を選定し，施設に対する行政コスト計算書を作成する。

行政経営像 分かりやすい行政経営

内　　容

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１２月　バランスシート・行政コスト計算書を作成

取組の柱 健全な財政基盤の確立

　市民に分かりやすい財務情報を提供するため，総務省方式のバランスシート等に加え，
より的確な資産状況などを表した市独自のバランスシート等の作成も併せて行う。

目　　標 分かりやすい財務情報の提供

推進スケジュール

一部実施

取　　組
宇都宮市独自のバランスシート等
の作成

所　管　課 財政課

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

準備

１９年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

バランスシート・行政コスト計算書を作成中
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Ｎｏ ６６

（収益向上計画の策定）
12月　宇都宮市公営競技運営調査専門委員会から市長へ提言書（宇都宮競輪の活性化を目指
　　　して）提出
２月　競輪場整備基本計画策定委員会を設置し、収益向上計画策定業務委託についての検討
（臨時従事員数とその賃金の削減による競輪場開催経費の縮減）
４月　従事員配置の見直しによる不補充及び離職餞別金割増支給制度の廃止
６月　従事員精励手当（夏季一時金）の引下げ
12月　従事員精励手当（年末一時金）の引下げ
３月　従事員基本賃金の引下げ合意（平成１６年度より）

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・収益向上計画の策定
　１５年度において，数値としての実績は表れていないが，１６年度からの調査開始へ向けた前段を
　予定どおり進めることができた。
・臨時従事員数とその賃金の削減による競輪場開催経費の縮減
　１５年度は，基本賃金及び手当の引下げ等により目標に向けた取組を段階的ではあるが，進めるこ
　とができた。今後も適正配置等を検討し，経費の縮減を図っていく。
・競輪場の改修による集客力の向上
　１５年度において，数値としての実績は表れていないが，１６年度からの調査開始へ向けた前段を
　予定どおり進めることができた。
【今後の対応等】
・引き続き，経営基盤強化のための取組を進める。

（再整備工事）

１７年度 １８年度 １９年度

実施
（臨時従事員数削減等
の推進）

（収益向上計画及び
整備基本計画の策定）

(再整備工事の
基本設計・実施設計)

内　　容

　競輪事業の経営基盤強化を図るため，次の３つの取組を推進する。
　　・収益向上計画の策定
　　・臨時従事員数とその賃金の削減による競輪場開催経費の縮減
　　・競輪場の改修による集客力の向上

目　　標
１６年度　収益向上計画の策定
１９年度の臨時従事員数　現在の６割程度

推進スケジュール

１５年度 １６年度

取組の柱 健全な財政基盤の確立 行政経営像 ムダのない行政経営

取　　組 競輪事業の経営基盤の強化 所　管　課 公営事業所

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

（競輪場の改修による集客力の向上）
11月　既存建築物老朽化診断（メインスタンド，センタースタンド，第1管理棟，第２管理
　　　棟，審判棟，及び参加選手宿舎）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

（収益向上計画の策定及び競輪場の改修による集客力の向上）
５月　調査委託業務開始
８月　競輪場整備基本計画策定委員会幹事会を開催し，中間報告書案の検討
９月　調査委託業務進行管理委員会において，中間報告書案を提示
10月　競輪場整備基本計画策定委員会を開催し，中間報告書案の検討
  　　競輪場整備基本計画策定委員会幹事会を開催し，最終報告書案の検討
11月
～1月 最終報告書案の部内検討

（臨時従事員数とその賃金の削減による競輪場開催経費の縮減）
　・　臨時従事員の退職者の不補充により，前年度から５４名を削減し，平成１６年４月
　　　現在３１７名体制としている。

　・　従事員経費の縮減のため，経営改善交渉を従事員組合に申し入れ，交渉にあたり，
      平成１６年４月より基本賃金の一律１０％削減，繁忙手当・記録手当の手当廃止を
      実施。
　　　収益向上が見込めない現状から，平成１７年４月を目標にさらに基本賃金引下げなど
　　　を行うため，交渉準備を進めている。
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Ｎｏ ６７

４月～　「公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」（１３年１２月策定）に基づく
       取組の推進

平成１５年度のコスト縮減実績は，以下のとおり。
　　直接的施策による縮減額：1,410,332千円（ 7.8％）　　縮減施策数：１，７２４件
　　間接的施策による縮減額：　543,525千円（ 3.0％）　　縮減工事数：８１３箇所
　　計　　　　　　　　　　　1,953,857千円（10.8％）

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は，設計ＶＥなど各施策を積極的に導入し幅広い取り組みを推進継続していくほか，建設発生
　土情報交換システムを積極的に利用し建設リサイクルを進めていく。
・国土交通省策定のコスト構造改革プログラムを参考に市独自のプログラムを作成し，より一層の縮
　減に向け取り組んでいく。

取　　組 公共工事のコスト縮減の推進 所　管　課 検査室

取組の柱 健全な財政基盤の確立 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　これまでの公共事業コスト縮減施策により一定の成果は得られているが，依然として厳しい
財政事情の下で引き続き社会資本整備を進めていく必要があることから，新たな手法を検討
し，総合的なコスト縮減を推進する。

目　　標
旧行動計画で達成した成果の維持・向上を行ないつつ，公共事業のすべてのプロセスをコスト
の観点から見直す取り組みを実施する。

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～　「公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」（１３年１２月策定）に基づく取組
の推進
１０月～　公共事業コスト構造改革プログラム策定に向けての試行を実施
平成１６年度第三半期までのコスト縮減実績は，以下のとおり
　　直接的施策による縮減額：  993,869千円（ 7.4％）　　縮減施策数：1,508件
　　間接的施策による縮減額：  393,237千円（ 3.0％）　　縮減工事数：  632箇所
　　計　　　　　　　　　　　1,387,106千円（10.2％）
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Ｎｏ ６８

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

２月　　平成１５年度明渡し訴訟６件を宇都宮地裁に提訴

１５年度住宅使用料収納率：７５．６％（１４年度　７７．４％）

取組の柱 健全な財政基盤の確立 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　住宅使用料を長期間滞納しているなどの悪質な入居者に対しては，これまで以上に明渡
し訴訟を拡大することにより，市営住宅の適正な管理や公平性の確保を図る。
　なお，特殊事情や複雑な事案については，高度な法的判断を要するため，訴訟業務は専
門の弁護士に委託する。

取　　組 住宅使用料収納率の向上 所　管　課 住宅課

目　　標
・毎年度の訴訟件数　１５件（予定）
・毎年度，委託件数を増加

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～     　休日徴収，夜間徴収を実施
９月上旬　　平成１７年度の訴訟対象者のリストアップ作業終了
９月～ 　   複雑かつ特殊な事案に対する，弁護士委託の具体化を検討
            夜間徴収，休日徴収の実施に加え，退去滞納者の訪問徴収を実施

準備 実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・しかし，訴訟対応は進捗したものの，収納率は低下している。
【今後の対応等】
・今後は継続的に目標である１５件程度の訴訟を行っていき，収納率向上を図る。
・特殊事情や複雑な事案への対応に関しては専門家を交え検討していく。
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Ｎｏ ６９

６月～７月　宇都宮市水道事業懇話会において同計画(案)について提言を受ける
８月　　　　「第２次水道事業財政構造改革計画」の策定

平成１５年コスト削減実績　　202,045千円
(１６年度予算に反映したもの)

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおりに進行している。
【今後の対応等】
・今後，予定どおり，毎年度6,000万円のコスト削減策を進めるが，水道料金収入の落ち込みなどに留
　意し財源確保が困難と思われる際には，収入の確保や給水原価の抑制など，同計画上の目標の見直
　しを検討する必要がある。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～　　１５年度決算状況を踏まえ，今後のコスト削減策，財政計画を検討

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

目　　標 収益的支出を毎年度６,０００万円削減する

推進スケジュール

　社会経済環境の変化による多様で緊急な行政需要に柔軟・的確に対応するとともに，水道料
金を維持・抑制できるよう，財政基盤の強化と経営の健全化を目指す「財政構造改革計画」を
策定し，４つの取組を推進する。
　①収入の確保
　②給水原価の抑制
　③企業債借入額の抑制
　④建設改良事業費の抑制

内　　容

１９年度

実施

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

所　管　課 経営企画課

ムダのない行政経営

取　　組
第２次水道事業財政構造改革計画
の推進

健全な財政基盤の確立 行政経営像取組の柱

105



Ｎｏ ⑯-14

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　下水道事業において,財政の長期的な安定性と健全性を確保していくため，事業運営を抜本
的に見直す「財政構造改革計画」を策定し，４つの取組を推進する。
　①収入の確保
　②処理原価の抑制
　③企業債未償還残高の縮減
　④明瞭性の向上

目　　標 ２２年度までに，一般会計補助金を０円にし，企業債未償還残高を１６％削減する

取組の柱 健全な財政基盤の確立 行政経営像 ムダのない行政経営

取　　組
下水道事業財政構造改革計画の推
進

所　管　課 経営企画課
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▼時代の変化に挑戦し続ける「組織」の改革

Ｎｏ ７０ 取　　組 保健福祉部の組織再編 所　管　課 人事課

取組の柱 市民との協働にふさわしい組織 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　児童，高齢者，障害者などのそれぞれに対応した組織体制を整備するとともに，保健分
野における専門的なサービスと市民に身近なサービスの連携の強化が図れる体制を整備
し，これまで以上に質の高い保健福祉サービスの提供を図る。

目　　標 １６年度　再編

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

5月　  「平成16年度　組織・定員の方針」（全体方針）の決定と各部局への通知・説明
10月 　各部計画の決定
11月～ 16年度　全体計画の決定

平成１６年度　再編実施
高齢障害福祉課・介護保険課を障害福祉課・高齢福祉課へと整理統合
健康課を健康増進課として保健所へ移管

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・地域における保健福祉サービスの展開については，本庁をはじめ市内3ヶ所の地区市民センターに保
　健師等の必要な職員を配置し，市民に身近なサービスを身近な場所で提供できる体制を確立でき
　た。
【今後の対応等】
・今後は地区行政の展開等を見据え，必要に応じ実施体制の強化を図る。
・効率的に組織目標を達成しうる体制であるか，継続的に検証する必要がある。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　実施
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Ｎｏ ７１ 取　　組 水道局・下水道部の一元化 所　管　課 人事課

取組の柱 柔軟で機動的な組織 行政経営像 ムダのない行政経営

内　　容

　水道局と下水道部の組織を一元化することにより，総務部門及び営業部門の統合を図
り，顧客重視による市民サービスの向上と効率的・効果的な経営をより一層推進する。

目　　標 １６年度　再編

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

5月　　「平成16年度　組織・定員の方針」（全体方針）の決定と各部局への通知・説明
10月　　各部計画の決定
11月～　16年度　全体計画の決定

平成１６年度　再編実施
水道局と下水道部の一元化
河川課を建設部へ移管

準備 実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・水道局と下水道部の類似業務を一つにし、人件費を削減するなど経営の効率化を図った。
・水道局と下水道部の各種サービスの窓口を一つにし、上下水道の一体的なサービスを提供出来る体
　制を整備するなど、市民の利便性の向上を図った。
【今後の対応等】
・今後は，経営の効率化や顧客重視による市民サービスの向上，水を機軸とした水循環・水環境の保
　全などに継続的に取り組み，上下水道一元化の基本理念の実現を図る。
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Ｎｏ ⑯-15

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

【１５年度取組結果に対する評価】【今後の対応等】

準備 実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

内　　容

　保育園における給食業務と一般業務（営繕，除草，剪定など）については，児童数や園舎面
積などにより，それぞれ別々の基準により職員を配置してきたが，業務の効率化・弾力化を図
るため，両業務を一本化するとともに，新たな職員の配置基準を設定し，最低限の正規職員と
業務量に応じた非常勤職員（パート）を配置する。

目　　標 17年度　新基準による配置

取組の柱 柔軟で機動的な組織 行政経営像 ムダのない行政経営

取　　組 保育園業務職員の配置の見直し 所　管　課 児童福祉課
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Ｎｏ ７２ 取　　組 学校業務職員の配置の見直し 所　管　課 学校管理課

取組の柱 柔軟で機動的な組織 行政経営像 ムダのない行政経営

１９年度

内　　容

　学校業務の効率的・効果的な執行や人材の有効活用を図るため，各小中学校に１名配置
している職員の集団配置化を実施する。

目　　標 １７年度　小中学校８０校を１０ブロック化（学校業務職員の５０名体制の実現）

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

推進スケジュール

一部実施
（３ブロック２６校） （３ブロック２４校）

実施
（４ブロック３０校）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１６年度　３ブロック（小学校１８校，中学校６校）について集団配置化を実施
　　　　　学校業務職員の削減：９人

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１５年度　３ブロック（小学校１９校，中学校７校）について集団配置化を実施
          学校業務職員の削減：９人

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後は計画に従い，ブロック化を推進していく。
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▼能力と意識を高める「人」の改革

Ｎｏ ７３ 取　　組 目標管理制度の再設計・活用 所　管　課 人事課

取組の柱
・マネジメント能力の強化
・プロフェッショナル意識の徹底
・能力に応じた職員の配置

行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

　業績評価を行うために活用している目標管理制度を，今後は，行政経営のツールとしての目
標管理を導入し，組織目標と個人の目標の連携や目標の連鎖，組織的役割に応じた個人目標設
定，設定基準の明確化などにも活用する。

目　　標 行政経営のツールとしての目標管理と業績評価の連携

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 一部実施 実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

・現行制度の課題抽出
・政策施策体系と組織目標，個人目標の連鎖システムの開発
・モデル職務役割の開発
・共通目標概念の導入
・目標管理を用いた新しい業績評価制度の構築，周知，導入

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・目標の立て方がこれまで以上に明確化された。
・業績評価の点数化がより科学的になった。
【今後の対応等】
・今後は，係長級以上の組織目標，個人目標を提出させ，点検し，フィードバックすることにより，
　定着を図る。
・コンピテンシー評価の見直し後に，併せて処遇への反映を図る。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

１５年度中に見直しが完了し，16年度から本格実施となったが，現時点までの取組状況は以下
のとおりである。

４月　　　期初における組織目標及び個人目標の設定
　　　　　 組織目標設定（「部⇒課⇒係」と組織の上位から連鎖）
　　　　　 個人目標設定（「組織目標⇒個人目標」と組織における個人目標を明確化）
９～10月　中間面接実施

※　本年度の能力評価の精度向上に併せて，モデル職務役割の一部見直しを行っている。
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Ｎｏ ７４ 取　　組 職員の情報活用能力(ﾘﾃﾗｼｰ)の向上 所　管　課 情報政策課

取組の柱 「自律行動型」職員の育成 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

　ＩＴを活用した施策・事業を展開し，更なる市民サービスの向上を図るため，職員の情報活
用能力向上に向けた研修を実施する。

目　　標
１５年度　庁内ＬＡＮを利用した自習システム（ｅ－ラーニングシステム）の開始，
　　　　　情報化推進主任等への研修実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

７月　　　庁内ＬＡＮを利用した自習システム（ｅ－ラーニングシステム）稼動
　　　　　ワード（中級）研修，エクセル（中級）研修，ホームページ作成研修実施
11～12月　ワード（上級）研修，エクセル（上級）研修，エンドユーザコンピューティング
          の推進研修実施
３月　　　情報セキュリティ研修実施

実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・オフィスソフトに関する研修は，初級から上級までの全段階について実施してきたことから，庁内
　ＬＡＮを利用した自習システム（ｅ－ラーニングシステム）に移行する。
・情報セキュリティ研修については，所定の研修を実施したが，研修内容の一層の定着を図るため，
　庁内ＬＡＮを利用した自習システム（ｅ－ラーニングシステム）へ移行する。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月　ｅ－ラーニングシステムの情報セキュリティ関係コンテンツを追加
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Ｎｏ ７５ 取　　組 新たな職員提案制度の確立・推進 所　管　課 行政経営課

取組の柱 「自律行動型」職員の育成 行政経営像 市民の期待に応える行政経営

１９年度

内　　容

　行政サービスの向上やコスト縮減等を通じた全庁的な改革・改善運動を推進するため，
新たな職員提案制度を確立する。

目　　標 １９年度末　１年間の提案件数：１００件（うち改善につながった割合：４０％）

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

９月　　　　　新たな職員提案制度の構築
　　　　　　　事務改善に関する全庁講演会の開催
１０～１２月　職員提案制度の応募推進月間の設定
１月　　　　　行政事務改善委員専門部会による　１次評価（第１回）
２月　　　　　行政事務改善委員専門部会による　１次評価（第２回）
　　　　　　　行政事務改善委員会による　２次評価
３月　　　　　優秀提案・準優秀提案の表彰

平成１５年度　提案数７５件　うち優秀提案６件，準優秀提案５件

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・今後はさらに職員の事務改善運動が定着するよう，提案時期の見直しや提案しやすい体制作りなど
　を検討する。

実施

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

７月　　　　職員提案制度の改定（新たに「実績提案制度」を創立）
８～９月　　職員提案制度の応募推進月間の設定（提案数８９件）

推進スケジュール
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Ｎｏ ７６ 取　　組 能力評価の精度向上 所　管　課 人事課

取組の柱
・「自律行動型」職員の育成
・能力に応じた職員の配置

行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

　現在，能力評価として活用しているコンピテンシー（成果を生む行動特性）辞書の見直しを
行い，精度向上を図る。
　また，職位に応じたコンピテンシー辞書の活用目的を再整理し，それに見合った改善を行
う。

目　　標
・コンピテンシー評価の能力開発・配置への活用
・監督職コンピテンシー辞書の一般職からの分離

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

１５年度は特になし。

【１５年度取組状況】【今後の対応等】
・今後は以下のとおり見直し作業を進める。
・業績とコンピテンシーの相関にかかる有意性を検証する。
・監督者用のコンピテンシー辞書を作成する。
・辞書メンテナンスシステムを構築する。
・専門職コンピテンシー，マネジメントコンピテンシーを新設する。
・新しいコンピテンシー評価制度を構築し，周知する。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

昇任，配置への活用を前提としたコンピテンシー評価制度を再構築中である。
・コンピテンシー評価制度の検証
・全職員に求められる能力を評価する「ベーシックコンピテンシー」の再設計
・職位ごとに求められる能力を評価する「職位別コンピテンシー」の新設
・職種ごとに求められる能力を評価する「職種別コンピテンシー」の新設
昇給，勤勉手当を含めた処遇への反映については，業績とコンピテンシーの相関関係を検証
し，公務員制度改革の動向を見極めながら制度を構築中である。
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Ｎｏ ７７ 取　　組 人材育成システムの導入 所　管　課 人事課

取組の柱
・「自律行動型」職員の育成
・プロフェッショナル意識の徹底
・能力に応じた職員の配置

行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

　組織としての力を最大限に高めるためには，職員一人ひとりが目標を持って，自らの能力開
発を積極的に進めることが必要であることから，「キャリアデザイン」（職員自らが職務適性
を判断し，主体的な能力開発を行い，仕事を通じて自己実現を目指すこと）を核とした人材育
成システムを導入する。

目　　標 １７年度　キャリアデザインを核とした新研修体系による研修実施

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

準備 実施

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
・アンケート，ヒアリング調査から　職員のキャリア開発意識は低く，今後職員のキャリアデザイン
　への理解と意識の醸成が課題。
・キャリアデザインを支援するためのフォロー体制や選択型研修メニューの充実が必要。
【今後の対応等】
・今後は，キャリアデザイン研修を中心とした研修体系の見直しが必要となることから，平成１６年
　度に検討を進め新たな研修体系を年度内に策定する。
・キャリアデザイン研修の試行及び分析を進めながら，より効果的な人材育成システムの構築を
　目指す。

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

人事管理制度の再構築の検討の中で，キャリアデザインを中心とした今後の研修の方向性につ
いて研究を行った。

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

・キャリアデザイン研修試行（5/13･18，7/27）
　　キャリアデザイン研修受講者アンケート実施
・人事管理制度に関する検討委員会開催（7/14･8/31）
　　新研修体系（案）の検討
・キャリアデザイン相談室試行（8/10-26中9日間）
　　キャリアデザイン相談室アンケート実施
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Ｎｏ ７８ 取　　組 部局別職員育成計画の策定・実施 所　管　課 人事課

取組の柱
・「自律行動型」職員の育成
・プロフェッショナル意識の徹底
・能力に応じた職員の配置

行政経営像 市民の期待に応える行政経営

内　　容

　高度化・複雑化した市民ニーズに応えるためには，各部局内職員のマンパワーを強化する必
要があることから，職員の資質や専門性の向上等を図る部門別職員育成計画を策定する。
　なお，少子・高齢化の進展に適切に対応するため，特に専門性の高い保健福祉部において，
先行的に取組を実施する。

目　　標
１６年度　　　保健福祉部実施
１７年度以降　各部局へ拡充

実施
（各部局における
　策定・実施）

１８年度 １９年度

【１５年度取組状況】
・取組は予定どおり進行している。
【今後の対応等】
・人材育成計画策定委員会を組織して，策定作業等を進め，平成１７年１月下旬保健福祉部人材育成
　計画策定を目指す。
・平成１７年度に各部における策定作業を実施するための準備を人事課において進める。

準備
一部実施

（保健福祉部における
策定・実施）

１６年度
取組状況

（目標に対す
る実績など）

４月～　　保健福祉部人材育成計画策定委員会／作業部会開催（第1回～4回）
　　　　　　課題把握，職種別の求められる能力の整理

１５年度
取組結果

（目標に対す
る実績など）

保健福祉部における人材育成計画策定体制準備

推進スケジュール

１５年度 １６年度 １７年度
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総括票（部局別）

▼総合政策部

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 総合的情報セキュリティ対策の構築 １ ５

２ 行政評価システムの推進 ２ ６

３ 事業経費等表示の実施 ３ ７

４ 政策広報の実施 ４ ８

５ まちづくり懇談会の見直し ７ １１

６ 市政モニター制度の見直し １０ １５

７ 構造改革特区・地域再生に係る申請・提案の推進 １８ ２４

８ 地域自治の仕組みづくり 19‐1 ２５

９ 地域情報活動拠点の整備・充実 ２１ ３３

１０ 市政研究センターの設立 ２６ ３７

１１ 計画行政システムの見直し 27‐2 ３９

１２ 新事業手法の導入方針の策定 ２９ ４１

１３ 申請・届出の電子化 ４２ ７５

１４ ＩＣカードを活用したサービス提供の推進 ４３ ７６

１５ 地理情報システムの構築 44‐1 ７７

１６ 公有財産の取扱方針の策定・推進 ５９ ９４

１７ 職員の情報活用能力（リテラシー）の向上 ７４ １１２

▼行政経営部

通番 取　　組 全体№ ページ

1 附属機関等の見直し ⑯‐1 １２

２ 宇都宮市市民協働推進指針の策定・推進 １１ １６

３ 自治基本条例の制定 ⑯‐2 １７

４ 地域自治の仕組みづくり（再掲） 19‐1 ２５

５ 内部管理システムの連携強化 27‐1 ３８

６ 全庁的な外部委託の推進 37‐1 ４９

７ 逓送業務の外部委託の実施 37‐2 ５０

８ 旅費計算の外部委託の実施 37‐3 ５１

９ 給与計算の外部委託の実施 37‐4 ５２

１０ 指定管理者制度の導入 ⑯‐9 ６７

１１ 外郭団体の見直しの推進 38‐1 ６９

１２ 文書管理システムの構築 ４５ ７９

１３ 補助金の整理・合理化 ６２ ９８

１４ 使用料・手数料等の適正化 ６３ ９９

１５ 税財源の充実・強化 ６４ １００

１６ 宇都宮市独自のバランスシート等の作成 ６５ １０１

１７ 保健福祉部の組織再編 ７０ １０７

１８ 水道局・下水道部の一元化 ７１ １０８

１９ 目標管理制度の再設計・活用 ７３ １１１

２０ 新たな職員提案制度の確立・推進 ７５ １１３

２１ 能力評価の精度向上 ７６ １１４

２２ 人材育成システムの導入 ７７ １１５

２３ 部門別職員育成計画の策定・実施 ７８ １１６

参　考
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▼理財部

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 総合案内・電話交換業務の外部委託の実施 37‐5 ５３

２ 電子入札の導入 ４６ ８０

３ 公用車の管理運営の基本方針策定・推進 ５１ ８６

４ 公用車保有台数の適正化 ５２ ８７

５ 納税貯蓄組合運営奨励金の廃止 ５３ ８８

▼市民生活部

通番 取　　組 全体№ ページ

１ （仮称）宇都宮市安全で安心なまちづくり条例の制定 ８ １３

２ 宇都宮市市民協働推進指針の策定・推進（再掲） １１ １６

３ 男女共同参画に関する人材育成の推進 １２ １８

４ 地域自治の仕組みづくり（再掲） 19‐1 ２５

５ 地域まちづくり組織の設置 19‐2 ２６

６ 地域情報活動拠点の整備・充実（再掲） ２１ ３３

８ 地域によるまちづくり事業への支援 ２２ ３４

９ 男女共同参画推進センター機能の充実 ３１ ４２

１０ 霊園管理業務の外部委託の実施 37‐6 ５４

１１ ファミリーサポートセンター業務の外部委託の実施 37‐7 ５５

１２ 新斎場整備における民間活力（ＰＦＩ手法）の導入 ⑯‐10 ６８

１３ 交通災害共済制度の見直し ３９ ７１

▼保健福祉部

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 福祉サービスの苦情解決システムの整備 ９ １４

２ 健康づくり実践活動の推進 19‐3 ２７

３ 高齢者地域活動実践塾の設置 19‐4 ２８

４ ひとり暮らし高齢者の安心ネットワークの構築 19‐5 ２９

５ 地域における保健と福祉サービスの提供体制の整備 19‐7 ３１

６ 福祉のまちづくり推進協議会への支援 ２０ ３２

７ 高齢者生活支援型ホームヘルパー派遣事業の外部委託の実施 37‐8 ５６

８ ちとせ寮・松原荘の民営化 37‐12 ６５

９ 公立保育園の民営化 37‐13 ６６

１０ 市単独手当の統廃合（児童福祉手当等） ４０ ７２

１１ 各種障害者福祉サービスの受益者負担の見直し ⑯‐11 ７３

１２ 保健・福祉の情報化の推進 ４７ ８１

１３ 腸内細菌検査の廃止 ５４ ８９

１４ 保育園業務職員の配置の見直し ⑯‐15 １０９

１５ 部門別職員育成計画の策定・実施（再掲） ７８ １１６
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▼環境部

通番 取　　組 全体№ ページ

1 環境管理活動の推進 ５ ９

２ ホームページ「うつのみやの環境」の開設・充実 ６ １０

３ 環境パートナーシップ会議の設立 １３ １９

４ 地域住民による不法投棄監視体制の確立 １４ ２０

５ 環境学習センター管理業務等の外部委託の実施 37‐9 ５７

６ 粗大ごみ等収集運搬業務の外部委託の実施 37‐10 ５８

７ ごみ収集運搬業務（北清掃センター）の外部委託の実施 ⑯‐4 ５９

８ ごみ焼却灰等運搬業務の外部委託の実施 ⑯‐5 ６０

９ ごみ処理業務（南清掃センター）の外部委託の実施 ⑯‐6 ６１

１０ 直営ごみ収集車（焼却・不燃ごみ）の二人乗車化 ５５ ９０

▼商工部

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 中小企業融資振興会の再編 38‐2 ７０

２ 民活型市場用地利用制度の創設・運用 ⑯‐13 ９５

３ 競輪事業の経営基盤の強化 ６６ １０２

▼農務部

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 田園環境保全・再生のための地域組織の設置 ２３ ３５

▼検査室

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 事業経費等表示の実施（再掲） ３ ７

２ 電子納品の推進 ４８ ８２

３ 公共工事のコスト縮減の推進 ６７ １０３

▼建設部

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 自転車駐車場管理方法の見直し ３２ ４３

２ 公共建築物の長寿命化の推進 ６０ ９６

３ 住宅使用料収納率の向上 ６８ １０４

▼都市開発部

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 違反屋外広告物簡易除却業務における民間団体等との連携 １５ ２１

▼出納室

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 口座振込通知書送付の効率化 ５６ ９１

▼消防本部

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 消防に係る通信体制の高度化 ３３ ４４
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▼上下水道局

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 下水道事業の地方公営企業法の全部適用 ２８ ４０

２ ＩＳＯ９００１の活用 ３４ ４５

３ 水道料金等の毎月納付の実施 ⑯‐3 ４６

４ 上下水道開始休止電話受付業務の外部委託化の実施 ⑯‐7 ６２

５ 下水道台帳管理システムの構築 44‐2 ７８

６ 下水道負担金電算システムの構築 ４９ ８３

７ 第２次水道事業財政構造改革計画の推進 ６９ １０５

８ 下水道事業財政構造改革計画の推進 ⑯‐14 １０６

▼教育委員会事務局

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 「街の先生」ボランティア制度の創設 １６ ２２

２ 巡回スポーツ教室の見直し １７ ２３

３ 地域の生涯学習推進組織の設置 19‐6 ３０

４ 地域情報活動拠点の整備・充実（再掲） ２１ ３３

５ 地域・学校・行政の協働による文化財保護活動の促進 ２４ ３６

６ 通学区域の見直し ３５ ４７

７ 学校給食調理業務の外部委託の推進 37‐11 ６３

８ 図書館資料搬送業務の外部委託の実施 ⑯‐８ ６４

９ 学校事務システムの構築 ⑯‐12 ８４

１０ 図書館情報システム整備 ５０ ８５

１１ 移動図書館の見直し ５７ ９２

１２ 教職員研修事業の統廃合 ５８ ９３

１３ 図書館資料の貸出手続き確認装置導入 ６１ ９７

１４ 学校業務職員の配置の見直し ７２ １１０

▼監査委員事務局

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 工事監査の実施 ３６ ４８

▼農業委員会事務局

通番 取　　組 全体№ ページ

１ 農業経営管理能力向上支援事業の見直し（縮小） ４１ ７４
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